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２．平成30年度各課事業評価報告
★（重点課題）

課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

1

①情報誌パリテ
の発行と配布

情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
及び男女の固定的役割分担意識の
解消を図ります。作成については
市民参画で行います。また、多く
の市民が読めるように配布につい
て工夫します。

協働コミュニティ課 情報誌パリテを発行し、市民
の男女平等意識のさらなる定
着と浸透を図る。作成につい
ては市民参画で行うが。今年
度は委員改選を行う。また、
多くの市民が読めるように配
布について工夫する。

2

協働コミュニティ課 男女平等意識や男女平等参画
について、市報、市ホーム
ページ、パネル展また、セン
ターの資料などを充実しセン
ター内の展示なども工夫をし
て、さまざまな媒体を通し、
情報提供を行う。

3

秘書広報課 持ちうる広報媒体（市報・
ホームページ（ＳＮＳを含
む。)）を最大限に活用しなが
ら、引き続き紙面およびホー
ムページ画面について男女平
等意識に留意し、情報提供し
ていく。

4

社会教育課 求めに応じた適切な情報提供
ができるよう、事業のPRに努
め、学習人材情報の収集整備
に努める。

5

公民館 男女平等意識、男女平等参画
に関する情報提供施設である
ことを意識し、積極的な情報
収集と提供に努める。

6

図書館 年次計画の中に盛り込むこと
にする。

体系番号 担当課目標

Ⅰ-1★（１）

②情報の提供 男女平等意識や男女平等参画につ
いて、市報、市ホームページ、パ
ネル展などさまざまな媒体を通し
て、情報提供を行います。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

Ａ

情報誌パリテを11月と3月に合わせて21,000部を発行・
配布し、ホームページに掲載をした。編集支援事業者
の変更・企画運営委員の改選に伴い、より
市民が読みやすい、目を引く構成にすることを重視し
て、内容・表紙等の色の選定やイラストについて検討
したり、分かりやすく、読みやすい文章表現を心がけ
て編集を行った。　特集記事について、「それってハ
ラスメントです」・「あなたの性であなたらしく～心
も体も大切に生きよう（リプロダクティブ・ヘルス/ラ
イツの視点から）」とし、市民の方々に興味を引く内
容を掲載した。

市民の男女平等意識のさらな
る定着と浸透を図ります。作
成については引き続き市民参
画で実施し、分かりやすく、
読みやすい構成を実施する。
多くの市民が読めるように配
布先について工夫する。

Ａ

情報誌「パリテ」の発行部数を
増やす工夫が必要である。西東
京市の市民の少なくても１０%は
パリテを「手に取ったことがあ
る」という状況がのぞましい。

Ａ

「男女共同参画週間事業」「女性に対する暴力をなく
す運動週間事業」及び講座11回（内連続講座２回あ
り）実施を市報、ホームページ、市民掲示板等に掲載
して、啓発を行った。市の講座の情報提供として、講
座のテーマ・内容にあった配布先を選定し、配布し
た。センター内に常設の啓発パネル掲示を行った。国
際女性デーパネル展示を今年度新たに実施した。引続
き東京ウィメンズプラザなど啓発事業のポスターやチ
ラシなど、パリテでの掲示を行い、東京ウィメンズプ
ラザフォーラムパネル展にも参加し、西東京市の男女
平等参画をＰＲした。

男女平等意識や男女平等参画
について、引き続き市報、市
ホームページ、パネル展など
さまざまな媒体を通して、情
報提供を行う。また、配布物
やセンター利用の若年層にも
分かりやすい表現での情報提
供を工夫する。

Ａ

 男女平等意識や男女共同参画の
意識は、時代の変化もあり、少
しずつ広まりを見せている。

Ａ

市報・ホームページともに、常に男女平等の視点を持
つことを係員および委託業者の共通認識として持ち、
男女平等の情報発信を行った。
また、協働コミュニティ課の実施する男女共同参画週
間のPR、講演会・パリテまつりの開催情報など、男女
平等に関する啓発の情報提供も行った。
ツイッターおよびフェイスブックにより、視覚的な効
果特性を活かした情報も発信した。

市民に情報を発信する際に複
数の広報媒体を用いるととも
に、引き続き市報紙面および
ホームページ画面について男
女平等意識に留意し、情報提
供していく。

Ｂ

西東京市民に配布される市報が
「男女平等」の視点を常に意識
することが肝要であり、イラス
トなども含め、毎回、チェック
する機能があることがのぞまし
い。

Ａ

生涯学習人材情報のデータ更新、整備を行い、ホーム
ページ等で制度のPRを行った。平成31年3月31日現在の
登録者は56人（98件）で、登録者56人のうち女性登録
者は27人となっている。地域活動への女性の積極的参
画促進に向け、市民からの求めに応じて講師紹介を
行った。

求めに応じた適切な情報提供
ができるよう、事業のPRに努
め、学習人材情報の収集整備
に努める。 Ｂ

生涯学習登録人材は現在５６名
ということであるが、西東京市
や近郊から人材を発掘し、市民
の要望に応じられるよう、登録
人材に発掘に努められたい。

Ｂ

男女平等に関する市内の催しものの情報を、館内の掲
示板などを活用して提供した。

男女平等や男女共同参画に関
する学習機会の情報提供に努
める。

Ａ

学習人材情報が市民に活用さ
れ、男女平等、男女共同参画が
市民に広がるよう努力された
い。

Ａ

谷戸図書館・柳沢図書館で産業振興課の企画「ハンサ
ムママプロジェクト」の協力時に、男女平等参画関連
資料を展示貸出しを行った。

「男女共同参画週間（6/23～
6/29）」に関連資料の展示貸
出を実施する。 Ａ

「ハンサムママプロジェクト」
での展示を評価する。今後も継
続を期待したい。

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

7 （１）

③パリテまつり
の開催

パリテまつりを開催し、多くの市
民に向けて、男女平等参画につい
て発信します。

協働コミュニティ課 パリテまつりを開催し、多く
の市民に向けて、前年度の反
省を踏まえ、より集客効果の
ある宣伝方法を採用し、男女
平等参画について啓発発信す
る。

8

協働コミュニティ課 企画運営委員会の企画による
講座として、基礎講座・共通
講座・ＤＶ被害者支援のため
の自立支援講座・パリテまつ
りでの講座等を開催する。

Ⅰ-1★

（２）

①男女平等参画
の視点にたった
各種講座の開催

男女平等参画に関わるさまざまな
問題について、共に考え、理解
し、自ら解決する力をつけるため
に各種講座を開催します。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

24人の実行委員と23の参加団体により、「今-自分らし
く輝く社会を！！」をテーマにして、第11回パリテま
つりを開催した。来館者は887人であった。
主な内容
○講演会
「日本の男女平等はどこまできたか？」、講師：上野
千鶴子さん（社会学者・東京大学名誉教授・認定NPO法
人WAN理事長）参加人数145人（託児２人）
○講座
回数：５回、参加人数：169人（託児12人）
○体験会
回数：４回、参加人数：63人（託児5人）
○パネル・作品展示
○喫茶・軽食・手作り雑貨・生花販売、イートイン休
憩コーナー
今年度はオープニングに地域の小学校（住吉小学校）
合唱団を招いたり、保谷高校生がボランティアで参加
する等地域との繋がりも深めた。

パリテまつりを開催し、多く
の市民、と広い年齢層の参加
により、男女平等参画につい
て発信します。

Ａ

 企画運営委員会の企画により、
基礎講座、共通講座、週間事業
講演会、パリテまつりなど、バ
ラエティーに富んだ講座を企画
していることを評価したい。

Ａ Ａ

企画運営委員会による多彩な講
座が準備され、一定の成果をあ
げていることを評価したい。さ
らには、アクティブ・ラーニン
グによる参加者自体が問題解決
していく講座の企画も見られ、
今後の成果を期待する。

○企画運営委員会の企画による講座
基礎講座４回

１、「女性のための経済・金融入門」　参加者30人
託児４人

２．「女性の多様な働き方～小さい子どもがいながら
働くということ～」参加者11人　託児５人

３．「今だから聞きたい！おとな女子の保健室」参加
者11人　託児７人

４．「知っ得！片付け術～家庭でも３S(整理・整頓・
清掃）～」参加者29人　託児９人

○共通講座５回
1.「パパ’s絵本プロジェクト15周年ライブ」参加者親

子20組50人
２.「ペンで個性をひきだすゼンタングル®・レッス

ン」参加者19人　託児11人
３.「一歩、一歩、ありがとう　妻・田部井淳子と歩い

た道」参加人数：39人　託児２人
４．２回連続講座　「ボーイズタウン・コモンセンス
ペアレンティング（ＣＳＰ）幼児版紹介講座」参加者

延べ22人　託児延べ22人
５.「性は一人ひとり違う～LGBTの視点から多様性を考

える～」参加者22人
○週間事業講演　２回

１．「女性の生きにくさを考える～母娘関係、産後の
しんどさ、母がキレちゃう、その他いろいろ考えま

す」参加者49人　託児10人
２、「NO!ハラスメント～日本で＃MeToo運動が広がら

ないのはなぜか～」参加者21人　託児４人
○ＤＶ被害者等のための自立支援講座

Do it! ここからはじまる。～ わたしのトリセツ ～
１．「パーソナルカラー＜基礎編＞」

２．「 知って得する法的知識～夫婦にまつわる法律の
はなし～」

３．「パーソナルカラー＜応用編＞」
４．「 わたしの護り方～セルフディフェンス～」

５．「 相手も自分も大切にするコミュニケーション」
６．「モラハラ、発達障害～夫婦や身近な人との関係
で息苦しくないですか～」計6回　参加者　延べ97人

託児　延べ26人
○【第11回パリテまつり】

１/28から2/８まで実施の間、講演会１回、講座５回、
体験会４回開催した。

男女平等参画に関わるさまざ
まな問題について、共に考
え、理解し、自ら解決する力
をつけるために各種講座を開
催する中で、講座内容につい
て多くの方々に知ってもらう
工夫をする。受講者の自主活
動につながるような支援の仕
方を引き続き考える。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

9

子ども家庭支援センター 子育てひろばにおいて父親支
援事業を開催する。

10

公民館 地域社会における女性の参画
を支援するために、女性を対
象にした学級・講座を10講座
程度開催する。

11

協働コミュニティ課 男女平等に関する資料の収集
及び図書の購入や図書コー
ナーの配置や資料の配架など
の工夫を図り、また、ホーム
ページに蔵書リストを掲載
し、貸し出しの促進を図る。

12

図書館 資料収集および提供を継続す
る。

Ⅰ-1★

（２）

①男女平等参画
の視点にたった
各種講座の開催

男女平等参画に関わるさまざまな
問題について、共に考え、理解
し、自ら解決する力をつけるため
に各種講座を開催します。

Ⅰ-1★（２）

②資料の収集と
図書の貸し出し

市民が男女平等参画について学
び、情報を入手できるように、男
女平等に関する資料の収集や図書
の貸し出しを行います。

26



担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

父親支援事業(乳幼児と父親の遊びを通じた交流と、父
親同士の意見交換)を、市内２ヶ所の子育て広場で継続
実施した。実施回数は12回（各広場６回ずつ）延べ参
加者は、667人(内父親138人）であった。土日を含め父
親の利用は、定着している。広場での掲示と、HPの子
育て広場のページでも、企画内容・日程（年間行事
も）等を記載して、参加を呼びかけている。父親と子
どもが、過ごせるスペースも準備した。のどか広場
は、駐車場もあり参加者が多い。

引き続き父親支援事業の充実
を図る。

Ａ

父親支援事業は着実に成果を見
せている。特に父親と子供がと
もに過ごせるスペースの拡大
が、週末の市内でも活用されて
いることが成果の一つと考え
る。父親の子育て参加を容易に
するための具体的な方法が「場
所」の確保と言える。今後に期
待したい。

Ａ

社会とのつながりが希薄になりがちな育児期の女性等
が受講できる保育付き講座を９本実施し、地域社会に
おける女性の参画を支援した。

引き続き、地域社会における
女性の参画を支援する。

Ａ

地域参画を容易にするための講
座は、保育付きの講座を増やし
たことは育児期の女性の参画に
つながっている。土日に男性も
参加できる講座を増やすことで
夫婦での参加が「男女共同参
画」の意識向上にはのぞまし
い。

Ａ

各市の計画や情報誌等資料・女性問題関係の各月刊
誌・女性情報(女性に関する新聞記事掲載)等を図書
コーナーに設置し、いつでも市民が学習できるよう環
境を常時整備している。また、男女平等推進センター
内に絵本コーナーを設置するなど工夫した。男女平等
参画に関する図書の紹介として、「パリテライブラ
リーニュース」を発行し、市内関係部署や施設に配布
した。ＨＰにおいてもライブラリーニュースの他、新
着図書を掲載した。講座等で関連する貸出図書を設置
し、案内を実施した。
今年度189冊の貸し出し用図書等を増加した。
結果現在の蔵書1359冊（内ビデオ53本）
○28年度貸出し　132冊
○29年度貸出し　118冊
○30年度貸出し　234冊

市民が男女平等参画について
学び、情報を入手できるよう
に、男女平等に関する資料の
収集や図書の貸し出しを継続
して行う。
蔵書内容についてのPR方法を
引き続き工夫する。

Ｂ

市内の図書館に「男女平等参
画」の意識に関する蔵書が約１
０００冊あるが、貸し出された
図書は１００冊あまりと少な
い。図書コーナーの配置に工夫
し、市民が手に取りやすい環境
を整えることも重要である。

Ａ

資料収集および提供を行った。 資料収集および提供を継続す
る。

Ｂ

図書収集の工夫がさらに必要であ
る。ここ数年、パリテライブラリー
ニュースなどが活用されているが、
一般市民の目の届く「図書コー
ナー」が必要であろう。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

13

①情報誌パリテ
や講座等による
メディア・リテ
ラシーの教育の
実施

情報を取捨選択し活用する能力な
ど、メディア・リテラシーの普及
と教育を実施します。

協働コミュニティ課
情報を取捨選択し活用する能
力など、メディア・リテラ
シーついて配架図書の充実と
活用をしながら普及と教育を
実施する。
メディアリテラシーに関する
講座の実施について検討して
いく。

14 協働コミュニティ課 市報や市発行物における表現
において、男女平等の視点が
徹底されるようガイドライン
に代わる取り組みを実施す
る。

15 秘書広報課 協働コミュニティ課作成のガ
イドラインを活用して広報し
ていく。

16 ①男女平等の視
点に立った名簿
等の活用

学校における名簿等の作成にあ
たっては、男女平等の視点にたっ
て児童・生徒一人ひとりが自分ら
しく自立し、生き生きと個性と能
力を発揮できるよう留意します。

教育指導課 引き続き、学校における名簿
等の作成にあたっては、男女
平等の視点に立つよう引き続
き留意させる。また、それぞ
れの教育活動のねらいや児
童・生徒の発達段階を踏まえ
ながら、児童・生徒一人ひと
りの心情を考慮した教育活動
が推進されるよう支援してい
く。

17 ②固定的な性別
役割にとらわれ
ない進路指導の
実施

児童・生徒が、性別にとらわれ
ず、個々の能力を発揮できる進路
を選択できるように、幅広い進路
を提示し、指導します。

教育指導課 次年度の職場体験学習におい
ても、受入事業所の決定に当
たっては、固定的な性別役割
分担意識にとらわれず、個性
と能力を伸ばすとともに、一
人ひとりの個性を尊重できる
ようにする。また、進路指導
主任会等で、生徒が主体的
に、自己の能力・適性を生か
した進路を選択できる能力や
態度を育てられるよう、進路
指導の充実に向けた指導・助
言を行う。

18 協働コミュニティ課 男女共修や妊婦体験、介護体
験など、あらゆる場における
人権教育を通じて、男女平等
教育を実施する。

19 教育指導課 家庭科の男女共修が実施され
ており、将来において社会と
家庭に男女が共に寄与する資
質の形成が図られている。ま
た、引き続き人権教育の一層
の充実を図っていく。

20 ④男女平等参画
の視点にたった
公民館事業の実
施

広く市民に向けて、男女平等意識
の浸透と定着を図るため、男女平
等の視点にたった講座を実施しま
す。

公民館 男女平等の視点に立った学
級・講座を複数開催する。

Ⅰ-1★（３）
②市発行物の表
現における男女
平等ガイドライ
ンの作成・配布

市報や市発行物における表現にお
いて、男女平等の視点が徹底され
るようガイドラインを作成し、配
布します。

Ⅰ-2 （１）

③学校等におけ
る男女平等教育
の実施

男女共修や妊婦体験、介護体験な
ど、あらゆる場における人権教育
を通じて、男女平等教育を実施し
ます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｃ

講座等では参加者が知識・情報等を取捨選択できるよ
う会場に関連図書を設置し、案内を行った。
メディアリテラシーについてどのように啓発していく
かを検討した。

引き続き、様々な手段での情
報提供を検討する。

Ｃ

メディアリテラシーについて
は、情報提供では十分は言えな
い。関連図書を置くよりも、参
加者がアクティブに学べる講座
が必要であろう。

Ｂ

職員用定型文内に内閣府の「男女共同参画の視点から
の公的広報の手引き」と、表現における男女平等ガイ
ドライン事例集を記載し、庁内問合せに関しては定型
文を紹介した。

庁内関係部署への周知を行
う。

Ｂ

市報、市発行物を「男女平等」
の視点があるかを見るためのガ
イドラインが作成されたことは
評価できる。さらには、庁内で
活用できるよう、勉強会の企画
などが望まれる。

Ａ

ガイドラインを活用し、男女平等の視点で市報・ホー
ムページの記事についてチェックした。

協働コミュニティ課作成のガ
イドラインを活用して広報し
ていく。 Ｂ

ガイドラインを活用し、ホーム
ページの記事などをチェックし
たことの結果、庁内に周知でき
る方法を考えられたい。

Ｂ

学校における名簿等の作成にあたっては、男女平等の
視点に立つよう留意させた。各学校が教育活動のねら
い等をふまえ、男女別または男女混合名簿を選択し活
用している。

引き続き、学校における名簿
等の作成にあたっては、男女
平等の視点に立つよう引き続
き留意させる。

Ｃ

「男女混合別名簿」への推進は
西東京市の中学校では依然とし
てなされていない。世界、東京
都でも「男子が先、女子が後」
という名簿はほとんど見られな
くなっているにもかかわらず、
なぜ西東京市は「男女混合名
簿」に変更できないのか？子供
への男女共同意識への「見えな
いカリキュラム」としても重要
な視点であり、取り組みが必要
である。

Ｂ

キャリア教育において、固定的な性別役割分担意識に
とらわれず、個性と能力を伸ばすとともに、一人ひと
りの個性を尊重できるようにした。また、進路指導主
任会等で、生徒が主体的に、自己の能力・適性を生か
した進路を選択できる能力や態度を育てられるよう、
進路指導の充実に向けた指導・助言を行った。

引き続き、児童・生徒が、性
別にとらわれず、個々の能力
を発揮できる進路を選択でき
るように、幅広い進路を提示
し、指導します。

Ｂ

性別役割にとらわれない進路指
導が行われたことは評価する
が、職場体験学習などでは「固
定的な性別役割分担意識」が依
然根強い。進路指導のあり方を
どのように改善していくかが問
われている。

Ａ

男女平等参画に関する情報誌「パリテ」を全中学校生
徒向けに配布した。

あらゆる場における人権教育
を通じて、男女平等教育を実
施する。

Ａ

西東京市内の全中学生にパリテ
が配布されていることは中学生
に男女平等参画の意識を持たせ
ることで有効である。さらに、
単に配布するだけでなく、授業
の中でも取り上げられるような
工夫が望まれる。

Ｂ

家庭科の男女共修が実施されており、将来において社
会と家庭に男女が共に寄与する資質の形成を図った。

引き続き人権教育の一層の充
実を図る。

Ａ

 家庭科の男女共習のあり方も着
実に根付いている。今後、共生
社会の実現のためにどんな新た
な取り組みが必要とされている
のか、「人権教育」とは何か、
考える段階に来ている。

Ａ

男女の子育てや家事への参加の視点に立った家庭の教
育力向上講座を実施し、お父さんお母さんが言葉遊び
や絵本の読み聞かせ、子どもを勇気づける心構えを学
んだ。また、女性の生き方、働き方を考える講座とし
て、社会環境・女性の働き方の変化や男女間格差、仕
事と家事・育児の両立について学ぶ講座を開催した。

記入不要 Ａ

若い父親、母親が子供と一緒に
参加できる講座の企画など
有意義な企画が増えている。読
み聞かせの本も推薦することで
子供たちが男女平等の意識を
持って育って行くことを期待し
たい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

21 協働コミュニティ課 保育園や児童館、図書館など
において、継続して男女平等
の視点をもった本・絵本・児
童書などを紹介する。

22 保育課 男女平等の視点をもった図書
の情報把握、共有に努め、意
識啓発に努める。

23 児童青少年課 引き続き男女平等の視点を
持った児童図書の紹介し、意
識を啓発する。

24 図書館 児童向け発行物の掲載図書に
関係図書を選書するよう努め
る。

25 ①男女平等の視
点にたった子育
て情報誌の作
成･配布

男性と女性がともに子育てに携わ
り、男女平等の視点をもって子育
てができるように、子育てハンド
ブック等を作成し、配布します。

子育て支援課 子育てハンドブックを作成
し、配布します。作成に当
たっては男女平等の視点に留
意して編集します。

26 子育て支援課 幼稚園補助金として、幼稚園
教諭の研修参加費の補助を実
施します。
（市内私立幼稚園13園、類似
施設３園）

27 保育課 専門研修の参加、各園OJTの実
践等により、保育の基本理念
として意識の向上に努める。

28 児童青少年課 学童指導員新人研修の際に、
男女平等の意識に基づいた指
導ができるよう研修を行い、
業務に反映させる。

29 ③男女平等教育
を推進するため
の教員の研修の
実施

教員が男女の固定的性別役割分担
意識にとらわれず、男女平等意識
に基づいて、子どもたちを教育・
指導することの効果・必要性を学
び、現場で役立てられるような研
修を実施します。

教育指導課 引き続き「人権教育プログラ
ム」の全教職員配布、教員研
修会の実施、人権教育推進委
員会の設置、指導主事による
学校訪問時の指導・助言等の
活動により、教員の男女平等
意識や人権意識をさらに高め
る。
また、東京都教育委員会から
人権尊重教育推進校の指定を
受け、研究に取り組む。

Ⅰ-2

（１）

⑤保育園や児童
館、図書館など
において、男女
平等の視点を
もった関係図書
の紹介

保育園や児童館、図書館などにお
いて、男女平等の視点をもった
本・絵本・児童書などを紹介しま
す。

（２）

②保育士等職員
を対象とした男
女平等意識の啓
発研修への参加
促進

幼児や子どもの育成に携わる保育
士や幼稚園教諭、学童指導員等
が、男女の固定的性別役割分担意
識にとらわれず、男女平等意識に
基づいて、保育や教育等ができる
よう、研修への参加者を増やしま
す。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

男女平等に関する絵本・児童書として、3冊を新規蔵書
とした。また、センター内に男女平等に関係する絵本
のコーナーを新設し、来所する親子や小学生に対し手
に取りやすい環境を設定した。パリテライブラリー
ニュースを発行し、保育園、児童館、図書館にも配布
した。

関係図書を手に取りやすい環
境づくりを引き続き実施す
る。

Ａ

男女平等に関する絵本のコー
ナーの新設だが、手に取りやす
い書棚の工夫が望まれる。

Ａ

各基幹型保育園においては、乳児連れの親子に読み聞
かせ等を通じて図書（絵本）の紹介を行うとともに、
各園において在園児向けに読み聞かせを等を通じて図
書（絵本）の紹介を行った。
また関係機関紙や関連研修時等の推薦図書を参考に、
図書を選択するよう努め、保育における意識啓発に取
り組んだ。

今後も引続き、男女平等の視
点をもった図書の情報把握・
共有に努め、意識啓発に取り
組んでいく。

Ａ

乳幼児をかかえた親のための
「読み聞かせ」などの情報提供
にさらに努められたい。

Ａ

パリテが作成した男女平等の視点を持った図書が紹介
されたリーフレット「パリテライブラリーニュース」
を各館で紹介・配布した。

引き続き、地域で行われてい
る活動を紹介し、男性の地域
参加の促進を図り、できる限
り参加人数を把握する。

Ａ

パリテライブラリーニュースは
男性にも地域参加促進を促すも
のとして有意義である。他の公
的な施設でも情報が得られるよ
う、配布場所の拡大に留意され
たい。

Ａ

「夏休みすいせん図書」で関係図書を選定し、全小中
学生に配布し、同時に資料の展示を行った。

児童向け発行物の掲載図書に
関係図書を選書するよう努め
る。

Ａ

夏休み推薦図書が各学校でどの
ように生かされているかも把握
する必要がある。

Ａ

子どもを育てる家庭への情報提供として、子育てハン
ドブックを作成しました。作成に当たっては、男性・
女性が、ともに子育てを行うことを想定して、男女平
等を意識しつつ編集しました。

引き続き、子育てハンドブッ
クを作成し、男性・女性とも
に子育てに必要となる情報を
提供します。

Ａ

子育ては男女双方が協力して行
うことが当然であるという視点
を今後より努められたい。

Ａ

幼稚園補助金により、幼稚園教諭の研修参加費等を補
助しました。（市内幼稚園13園・類似施設３園）

幼稚園補助金を継続します。

Ｂ

幼稚園補助金を単に継続するだ
けでなく、その補助金がどのよ
うに使用されているかを把握
し、今後につなげる必要があ
る。

Ａ

各保育士研修及び各園OJT等により継続的に意識啓発を
行い実践した。

意識啓発を図り実践してい
く。

Ｂ

保育士研修において、具体的に
どのような意識啓発が行われて
いるのか、今後どの点に着目し
て意識啓発を行うのか、記載が
ない。

Ａ

学童指導員研修の際に、男女平等の意識に基づいた研
修を行い、業務に反映させることができた。

引き続き、学童指導員研修の
際に、男女平等の意識に基づ
いた指導ができるよう研修を
行い、業務に反映させる。 Ａ

学童指導員研修において、男女
平等の意識をもって指導するこ
とは、子供たちへの意識の橋渡
しとして評価できる。

Ｂ

「人権教育プログラム」の全教職員配布、教員研修会
の実施、人権教育推進委員会の設置、指導主事による
指導・助言等の活動により、教員の男女平等意識や人
権意識を向上を図った。

東京都人権尊重教育推進校
（田無第二中学校）の研究発
表会を実施し、成果を各校に
広め、人権教育の一層の充実
を図る。

Ｂ

「人権教育プログラム」の内容
はよくできているが教員に配布
する方法やなるべく多くの教員
が参加できる「研究発表会」に
するような工夫が必要である。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

30 協働コミュニティ課 民生委員・児童委員や町内会
長など地域のリーダーが男女
平等参画の必要性を理解し
て、地域活動を推進できるよ
うに、意識の醸成を図る。

31 生活福祉課 新任者・現任者に限らず継続
的に研修を実施するなど意識
の醸成を図っていく。

32

（３）

①関係部署を対
象とした男女平
等意識の啓発

市の各種相談窓口等、日常生活に
おいて市民が接する機会の多い関
係部署の職員を対象に、男女平等
参画の必要性と意識の醸成を図り
ます。

協働コミュニティ課 市の各種相談窓口等、日常生
活において市民が接する機会
の多い関係部署の職員を対象
に、男女平等参画の必要性と
意識の醸成を図る。

33 協働コミュニティ課 ①審議会や委員会等におい
て、女性委員の占める割合が
40％になるよう、女性の登用
に努める。
②すべての審議会や委員会等
に女性委員が登用されるこ
と、また、特定のテーマにお
いて男女の比率が大きく偏ら
ないように、女性の参画状況
調査を行う。
③審議会や委員会に女性が参
画しやすいように、会議日時
の配慮等、環境整備に努め
る。

Ⅰ-2

（２）

④民生委員・児
童委員や地域の
団体等への啓発

民生委員・児童委員や町内会長な
ど地域のリーダーが男女平等参画
の必要性を理解して、地域活動を
推進できるように、意識の醸成を
図ります。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

情報誌「パリテ」について、民生委員協議会において
配布した。パリテまつりでの地域コミュニティの拠点
を目指す新たな団体との結びつきができた。

民生委員・児童委員や町内会
長など地域のリーダーが男女
平等参画の必要性を理解し
て、地域活動を推進できるよ
うに、意識の醸成を図る。ま
た地域各団体との連携を図
る。

Ａ

民生委員・児童委員や町内会長
など地域のリーダーへの積極的
な情報提供を期待する。「パリ
テ」の他にも「デートＤＶ」
「ＤＶ」のリーフレットの配布
やパリテまつりなどを利用した
民生委員・児童委員向けの研修
や出前講座なども検討された
い。

Ａ

東京都の実施する様々な民生委員対象研修の機会や、
都や市の関係機関の実施する、様々な講演会等への参
加を促すことにより、意識の醸成を図った。

引き続き、新任者・現任者に
限らず継続的な普及啓発を行
う必要がある。 Ａ

普及啓発の一環として、男女平
等」「ＤＶ（デートＤＶ）」
「ＬＧＢＴ」などの研修も検討
されたい。

Ａ

新人職員研修にて男女平等についての研修を実施し
た。
情報誌を庁内各部署に配布し（年２回）、回覧を実施
した。
職員向けに「パリテ通信」を発行した。

市の各種相談窓口等、日常生
活において市民が接する機会
の多い関係部署の職員を対象
に、男女平等参画の必要性と
意識の醸成を図ります。

Ａ

新人職員向け「男女平等につい
て」の研修、職員向け「パリテ
通信」の発行を高く評価しま
す。あらゆる施策に男女平等の
視点が必要であること（ジェン
ダー主流化）、政策・方針決定
過程への男女平等参画推進への
理解を深めることが重要なの
で、今後の取組みに期待する。

Ａ

【男女平等参画推進委員会】
H26.７～H28.７　男６人　女９人　登用率60％
H28.７～H30.７　男５人　女10人 登用率66％
H30.７～　　　 男５人　女10人　登用率66％
【企画運営委員会】
H26.６～H28.６　男２人　女６人　登用率75％
H28.６～H29.７ 男４人　女４人　登用率50％
H29.７～（委員辞任に伴い）男４女３人登用率42％
H30.６～　　　男３人　女４人　登用率57％

①審議会や委員会等におい
て、女性委員の占める割合が
40％になるよう、女性の登用
に努めます。
②すべての審議会や委員会等
に女性委員が登用されるこ
と、また、特定のテーマにお
いて男女の比率が大きく偏ら
ないように、女性の参画状況
調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参
画しやすいように、会議日時
の配慮等、環境整備に努め
る。

Ｂ

①男女平等参画推進委員会、企
画運営委員会とも男女の比率が
偏らないよう、男性の参加への
配慮にも努めていただきたい。

②③2019年度からスタートする
第４次男女平等参画推進計画に
おいて「政策・方針決定過程へ
の男女共同参画の推進」が重点
課題として掲げられている。
計画が実効性をともなうよう
に、恊働コミュニティ課だけで
はなく、全庁的に取組んでいた
だきたい。
これまでの実績を振り返り、女
性委員のいない、あるいは比率
の低い審議会・委員会の担当課
へのヒアリング等を行い、ポジ
ティブアクションなど女性の比
率をあげる具体的な方策を検討
し、実践につながることを期待
する。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

34 企画政策課 【行財政改革推進委員会】
任期：H29.１.18～H31.１.17
委員改選に向けて、学識経
験、委員適正等、選考基準に
則って選定することとなる
が、公募市民委員について
は、評価得点が同点となった
場合には、積極的に女性を登
用するなど配慮する。(現委員
会の女性登用率：25.0％)

【使用料等審議会】
任期：H30.５.25～H31.５.26
委員選定の際には女性の登用
に留意し、女性登用率の向上
を図る。
(審議会の女性登用率：20％)

【総合計画策定審議会】
任期：諮問に係る審議が終了
したときまで
委員に欠員があった際には、
学識経験、委員適正等を勘案
して選定することとなるが、
多角的な視点を含める意味で
も、女性登用率の向上に努め
ていきたい。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【行財政改革推進委員会】
H26.11.7～H27.５.28
男６名　女２名　登用率25.0％
H27.５.29～H27.７.28
男６名　女２名　登用率25.0％
H27.７.29～H28.11.6
男６名　女２名　登用率25.0％
H29.１.18～H31.１.17
男６名　女２名　登用率25.0％
　今年度中は委員の改選はなかった。

【使用料等審議会】
H27.12.18～H28.12.17
男４名　女１名　登用率20％
H29.４.20～H30.４.19
（29年４月-９月）男３名　女１名　登用率25％
（29年10月-30年３月）男４名　女１名　登用率20％
※年度途中に欠員補充で男性１名増
H30.５.25～H31.５.24
男４名　女１名　登用率20％
　女性の登用に留意したが、適任者の候補の女性が１
名だったため、１名の登用にとどまった。

【総合計画策定審議会】
H29.８.23～諮問に係る審議が終了したときまで
男８名　女４名　登用率33.3％
平成30年度は、１名の学識経験者について人事異動に
伴う変更があり、男性委員から女性委員となった。

【行財政改革推進委員会】
次期委員改選に向けて、学識
経験、委員適正等、選考基準
に則って選定することとな
る。公募市民委員については
評価得点が同数となった場合
等において、積極的に女性登
用を行っていく。

【使用料等審議会】
委員改選に当たっては、学識
経験、委員適正等を勘案して
選定することとなるが、多角
的な視点を含める意味でも、
女性登用率の向上に努めてい
きたい。

【総合計画策定審議会】
課題なし
（審議終了により審議会解
散）

Ｂ

政策・方針決定過程への男女平
等参画推進の重要性への理解を
深めていただき、女性登用率が
上がらない原因、改善点につい
て検討されたい。

学識経験者の委員選考にあたっ
ても、積極的に女性の登用を図
り、肩書きや職種にこだわるこ
となく、広く人材を求めるよう
に検討されたい。女性が参画し
やすい会議の環境整備への配慮
も要望する。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

35 情報推進課 【情報政策専門員】
現任者以外の登用を行うこと
となった場合は、女性の採用
も含めて検討する。

36 総務法規課  審議会に子育て中の委員がい
るため、保育園等の送迎に影
響が少ない時間帯に会議日時
を設定し、会議室も同じ場所
で開催できるように努めま
す。

37

管財課 　財産価格審議会は、財産の
処分等に関し、適正な価格等
を評定することを目的に設置
している。
　現在の委員は学識経験者と
して不動産鑑定士３人(うち女
性１人)と市職員1名を委嘱又
は任命している。
　財産の価格等を評定すると
いうことで、その専門家であ
る不動産鑑定士に委嘱してい
るが、女性の不動産鑑定士の
数が非常に少ない為、女性登
用率の40％を達成することは
非常に困難な状況であるが、
女性に適任者がいれば、積極
的に登用を検討する。

38

契約課   西東京市入札等監視委員会
は学識経験を有する者３名で
構成され、入札及び契約手続
の公平性並びに透明性を確保
するため、発注した工事等に
係る入札及び契約手続の運用
状況等について審議を行って
いる。
　来年度に任期替えとなる
が、再任とならず改選となる
場合には、女性委員１名の登
用ができるよう人選について
努力する。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【情報政策専門員】
情報政策専門員（H30.４～H31.３）　男性１人
西東京市専門委員設置規則（平成13年規則第10号）に
より権限と定数が規定されており、男女の区別はな
い。
また、現時点では専門員を複数名設置すべき特段の理
由もないため、規則の改訂は検討していない。
今後も適任者がいれば男女の区別なく登用していきた
いと考える。

【情報政策専門員】
登用を男性に限っているわけ
ではないが、検討した結果、
現在の専門員以上の適任者が
いない。規則で定められた登
用が1名なので、男女いずれ
かの性別になってしまうが、
引き続き広く情報を収集し、
女性の積極的な採用を考慮し
ながら、適任者を登用した
い。

Ｂ

引き続き、広く情報を収集し、
女性の積極的な登用を期待す
る。また、男女を交互に登用す
る方法も検討されたい。

Ａ

【個人情報保護・情報公開審査会】
任期：平成29年10月１日～平成31年９月30日
４人（男２人、女２人）女性登用率50％
【個人情報保護審議会】
任期：平成29年10月１日～平成31年９月30日
７人（男５人、女２人）女性登用率28.6％
【行政不服審査会】
任期：平成28年３月23日～平成31年３月22日
３人（男２人、女１人）女性登用率33.3％
 
 子育て中の委員に配慮した時間帯に会議時間を設定し
ました。

審議会委員等の更新の時期の
ため、女性の委員の登用に努
める。

Ａ

会議日時への配慮を評価する。
改選の際にも、女性の積極的な
登用を期待する。

Ｂ

【財産価格審議会】
任期：平成29年８月1日～平成31年７月31日
男性３人、女性１人）女性登用率25％

　29年度任期満了に伴う委員の改選が実施されたが、
引き続き男性３名、女性1名で、会長職が女性委員で
なったものである。

女性登用に引き続き努力する
が、女性不動産鑑定士が少な
い現状で、当市の公有財産事
情に精通する女性不動産鑑定
士を更に増やし、委員半数を
選び出すことは、非常に困難
である。

Ｂ

会長職が女性であることを評価
する。
引き続き、女性登用への努力を
期待する。

Ｃ

西東京市入札等監視委員会

任期　平成29年11月1日～平成31年10月31日
　　　男３人、女０人 登用率０％

　平成31年度は、任期２年
の改選期を迎えるが、再任
は妨げていない。
　改選する場合には、男女
の性差に寄らず適切な人選
に努めたい。

Ｃ

大学教授、弁護士、公認会計士
の学識経験者で構成される委員
会の改選の際には、女性の学識
経験者の候補者が含まれる人選
を期待する。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

39

危機管理室 意欲のある女性の発掘に努め
る。

40

保険年金課 国民健康保険運営協議会は任
期が２年間であるため、平成
30年度は推薦・一般公募は行
わない。

41

健康課 【予防接種健康被害調査委員
会】委員７名の選定は、公募
ではなく、医師会・保健所等
の指定された役職にある方に
委嘱すると決まっている。関
係機関に女性の登用が求めら
れていることを引き続き周知
する。
【西東京市健康づくり推進協
議委員会】においては委員15
名中女性４名が登用されてい
る。平成31年度の選任でも同
数名以上の女性を登用できる
よう努力する。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【消防委員会】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は
Ｈ29.８.１～Ｈ31.７.31
男８名、女０名　登用率０％【Ｈ29.３.31現在】
男８名、女０名　登用率０％【Ｈ30.３.31現在】

【防災会議】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は
Ｈ28.４.１～Ｈ30.３.31
男30名、女３名　登用率９％【Ｈ29.３.31現在】
男31名、女３名　登用率９％【Ｈ30.３.31現在】

【国民保護協議会】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中
男30名、女１名　登用率３％【Ｈ29.３.31現在】
男31名、女１名　登用率３％【Ｈ30.３.31現在】

充て職及び他機関からの推薦により委員を任命してい
るため、男女比率をコントロールすることは困難では
ある。

意欲のある女性の発掘に努め
る。

Ｃ

防災基本計画（平成28年2月16日
中央防災会議決定）において、
予防（平時）、応急、復旧・復
興等のあらゆる局面において、
男女のニーズの違いに配慮する
とともに、防災・復興に係る意
思決定の場への女性の参画を推
進するよう求めている。
地域の安全、安心を守るには、
多様な視点（女性、生活者の視
点など）が欠かせない。女性の
参画が進む取組みを検討、実践
いただきたい。
 女性の登用率が上がらないの
は、委員会、会議の構成員とし
て、充て職が多いなどの要因も
考えられる。多様な視点が反映
されるように、ポジティブアク
ションなどによる女性登用率の
向上、女性の声が反映される仕
組み（ワーキンググループの設
置など）の検討、実践を要望す
る。
 また、どのように意欲のある女
性の発掘に努めるか、具体的な
記述を要望する。
意欲のある女性の発掘について
は、恊働コミュニティ課と連携
を期待する。

Ｂ

【国民健康保険運営協議会】
任期：H29.７.1～H31.6.30、男13名、女２名
登用率13％
任期は２年間だが、H30.４.１に推薦枠であるが女性の
委員へ変更があった。
H30.４.１～H31.６.30、男12名、女３名、登用率は
20％となった。

次年度の委嘱の際には可能な
限り積極的に女性の採用に努
める。

Ｂ

推薦枠で女性の委員が登用され
たことを評価する。次年度の委
嘱の際にも積極的な女性の登用
を期待する。

Ｂ

【予防接種健康被害調査委員会】
任期：平成29年６月1日～平成31年５月31日
男性７人、女性０人　女性登用率０％
 委員7名の選定は、公募ではなく、医師会・保健所等
の指定された役職にある方に委嘱すると決まってい
る。関係機関に女性の登用が求められていることを周
知する。

【西東京市健康づくり推進協議委員会】
任期：平成29年10月1日～平成31年９月30日
男性11人、女性４人　女性登用率26.7％
　委員15名中女性4名が登用されている。平成29年度の
選任でも4名以上の女性を登用した。

【予防接種健康被害調査委員
会】委員７名の選定は、公募
ではなく、医師会・保健所等
の指定された役職にある方に
委嘱すると決まっている。関
係機関に女性の登用が求めら
れていることを引き続き周知
する。
【西東京市健康づくり推進協
議委員会】においては委員15
名中女性４名が登用されてい
る。平成31年度の選任でも同
数名以上の女性を登用できる
よう努力する。

Ｂ

引き続き、関係機関に女性の登
用が求められていることの周
知、また、団体の長や役員等に
女性が少ない現状を考慮し、指
定された役職についての委嘱に
ついての検討も要望する。

【西東京市健康づくり推進協議
委員会】においても、女性の登
用率が上がるよう検討された
い。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

42

生活福祉課 委員の推薦母体に委員の推薦
を依頼しているため、推薦の
際に依頼をすることなどの検
討を行う。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

40



担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

【民生委員推薦会】
任期：平成28年12月１日～平成31年11月30日
男性５人、女性12人　女性登用率70.6％

【保健福祉審議会】
任期：平成29年９月１日～平成31年８月31日
男性８人、女性３人　女性登用率27.3％

【地域福祉計画策定・普及推進委員会】
任期：平成28年５月27日～平成30年５月26日
男性５人、女性６人　女性登用率54.5％
任期：平成30年５月27日～平成32年５月26日
男性５人、女性５人　女性登用率50.0％
 
 平成30年度においては、保健福祉審議会において任期
の更新があり、委員11名のうち２名が女性の委員であ
る。地域福祉計画策定・普及推進委員会については、
年度中の任期の更新が無かったため委員11名のうち、
５名が女性委員である。

両会議ともに、推薦母体に委
員の推薦を依頼しているた
め、推薦の際に依頼をするな
どの検討を行う。
市の保健福祉施策及び地域福
祉に関する事項を所管する諮
問機関等であるため、推薦母
体が一定程度固定化すること
はやむを得ない。

Ａ

保健福祉審議会の任期の更新
で、女性登用率が下がったのは
残念。
関係機関への女性の登用が求め
られていることの周知、また、
団体の長や役員等に女性が少な
い現状を考慮し、指定された役
職についての検討も要望する。

41



課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

43

高齢者支援課 改選時に男女比に配慮する。

44

障害福祉課 ①②地域自立支援協議会計画
策定部会、有償ボランティア
輸送運営協議会における女性
委員登用に努める。
③多くの委員が参加できるよ
う会議日程の調整を行う。

45

子育て支援課 会議開催時間を多様に設定
（午前・昼間・夜間）した
り、保育付きの会議にする
等、女性にも参加していただ
きやすいように対応しまし
た。

46

文化振興課 改選時には、関係団体へ趣旨
を説明し、女性委員を積極的
に登用するよう努める。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【高齢者虐待防止連絡会】
（平成30年４月１日～平成32年３月31日）
　男性：８名　女性：５名　計13名
　全体における女性登用率：38.4％
・高齢者虐待防止連絡会について、平成30年度に委員
改選があったが、市民委員選考の採点段階において応
募者の性別等を示さない等、性別による差別のない選
考を行った。

【地域包括支援センター運営協議会】
（平成29年４月１日～平成31年３月31日）
　男性：５名　女性：８名　計13名
　全体における女性登用率：61.5％
・地域包括支援センター運営協議会については、平成
30年度は改選がなかった。

地域包括支援センター運営協
議会については、平成30年度
で任期が終了したため、平成
31・32年度任期の市民委員選
考時に性別により差別された
選考がされないよう留意す
る。

Ａ

女性比率が40％を超えているこ
とを評価します。新たな改選に
おいても、男女比のバランスの
とれた構成になることを期待す
る。

参考のため、性別による差別さ
れない選考、女性の登用率が高
い要因、またその効果につい
て、次年度表記を要望する。

Ｂ

【有償ボランティア輸送運営協議会】
任期：Ｈ29.４.１～Ｈ31.３.31
男８名、女２名　登用率10％
【障害支援区分認定審査会】
任期：Ｈ29.４.１～Ｈ31.３.31
男９名、女６名　登用率 40 ％
【地域自立支援協議会】
任期Ｈ29.11.９～Ｈ32.３.31
男９名、女７名　登用率44％
【地域自立支援協議会相談支援部会】
任期Ｈ29.11.９～Ｈ32.３.31
男５名、女８名　登用率62％
【地域自立支援協議会権利擁護部会】
※平成30年度委嘱なし
【地域自立支援協議会計画策定部会】
任期Ｈ30.５.21～Ｈ31.３.31
男７名、女４名　登用率36％
・各会議の委員については、法人の代表・関係機関の
責任者等役職が決まっている場合が多く、性別のバラ
ンスを取ることが難しい。公募の委員については各会
議の機能を損なわない範囲で、目標とする女性の登用
率を達成するために配慮を行った。

会議体について調整を図った
結果、おおむね目標を達成し
た。今後は未達成の会議体に
ついて会議体の目的を損なわ
ない範囲で工夫をしていく。

Ａ

調整を図られた点を評価する。
また、今後の工夫を期待する。
関係機関への女性の登用が求め
られていることの周知、また、
団体の長や役員等に女性が少な
い現状を考慮し、指定された役
職についての検討も要望する。

Ａ

子ども子育て審議会
任期：H29.８.22～H31.８.21、男性６人、女性10人
（専門委員 男性３人、女性２人）、女性登用率63％
（専門委員を含むと57％）
※会長は以前から女性が務めています。
※子ども子育て審議会は、必要に応じて専門委員を置
くことができます。
※女性の委員にも参画していただきやすいよう、会議
の候補時間を多様に設定（午前・昼間・夜間）し、保
育付の会議として実施しました。保育利用者１人

青少年問題協議会
任期：H29.11.１～H31.10.31、男性７人、女性７人、
女性登用率50％
※副会長は以前から女性が務めています。（会長は市
長）

男女比の比率については、関
係機関からの推薦者もいるた
め、調整が難しいところがあ
ります。
会議開催時間の設定や、保育
については、今後も継続でき
るように努めます。

Ａ

女性登用比率が高く、男女比の
バランスがとれていることを評
価します。
今後とも会議開催日時、保育等
への配慮も期待する。
関係機関への女性の登用が求め
られていることの周知、また、
団体の長や役員等に女性が少な
い現状を考慮し、指定された役
職についての検討も要望する。

Ｂ

文化芸術振興推進委員会、任期：H28.8.1月～
H30.7.31、男8名、女2名　登用率20％
文化芸術振興推進委員会、任期：H30.8.1～H32.7.31、
男7名、女3名　登用率30％
・文化芸術進行推進委員会について、平成30年度に委
員の一部に改選があったが、市民委員選考の採点段階
において応募者の性別等を示さない等、性別による差
別のない選考を行った。

委員の任期が平成32年７月31
日までであるため、当面はこ
の登用率は変わらないが、人
事異動等があった場合などに
女性委員を推薦いただけるよ
う働きかけたいと思う。

Ｂ

女性の登用率が上がったことを
評価します。改選時には、女性
の登用率目標の40%に達するよ
う、情報収集等に努められた
い。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

47

スポーツ振興課 委員改選に当たっては、女性
登用率に留意する。

48

産業振興課 改選する際には、女性の登用
を検討する。(平成30年９月改
選）

49

環境保全課 環境審議会委員については、
平成30年７月に改選を控えて
おり、学識経験者（２名以
内）、市民公募（４名以
内）、事業者代表（２名以
内）、関係行政機関（２名以
内）の依頼を行う際は男女比
に配慮した登用を検討する。

50

ごみ減量推進課 審議会委員の女性の占める割
合が38.5％となってしまった
ため、今後は40％を下らない
よう女性の登用に努める。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【スポーツ推進審議会】
任期：平成29年７月１日から平成31年６月30日まで
組織：男性８人、女性２人（女性登用率20％）

※公募委員１人は女性（他の委員９人は各団体からの
推薦委員）

引き続き、委員改選時には女
性登用に留意する。

Ｂ

女性登用率の向上に向けて、情
報収集、関係団体への周知を図
られたい。

Ｃ

【農業振興計画推進委員会】
任期：Ｈ28.9.29～Ｈ30.9.28
男 9人、女 3人　登用率25％
任期：Ｈ30.9.29～Ｈ32(2020).9.28
男 10人、女2人　登用率16.6％

 ・農業振興計画推進委員会について、平成30年度に委員
改選があったが、学識経験者・農業団体職員・農業関係者・
関係行政機関の職員の指定された役職にある方に委嘱する
と決まっている。また、３名の市民委員は公募により選考して
いるが、選考の採点段階において応募者の性別等を示さな
い等、性別による差別のない選考を行った。

改選時の女性委員の登用

Ｃ

女性登用率の向上に向けて、情
報収集、関係団体への周知を図
られたい。

Ｂ

環境審議会、任期：Ｈ28.7.1～Ｈ30.6.30
　　　　　　　　　男７名、女３名　登用率３０％
環境審議会、任期：Ｈ30.7.1～Ｒ2.6.30
　　　　　　　　　男７名、女３名　登用率３０％

・環境審議会について、平成30年度に委員改選があっ
たが、市民委員選考の採点段階において応募者の性別
等を示さない等、性別による差別のない選考を行っ
た。次期改選時には、関係行政機関、民間事業者に対
し、女性の委員の登用が求められていることを周知し
たい。

平成31年度は改選の予定はな
いが、欠員が生じた際はでき
る限り女性を登用し、女性登
用率40％を目指す。

Ｂ

女性登用率の向上に向けて、情
報収集、関係団体への周知を図
られたい。

Ｂ

【廃棄物減量等推進審議会】
任期：H29.７.１～H31.６.30　男８名、女５名
登用率38.5％
 
 今年度は、委員の変更等がなかったため、女性委員の
登用を推進することができなかった。

６月末で現委員が任期満了に
なるため、新たに女性委員の
登用に努め、40％以上を目指
す。 Ｂ

女性登用率の向上に向けて、情
報収集、関係団体への周知を図
られたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

51

都市計画課 【都市計画審議会】
　学識経験者に女性に適任者
がいれば積極的に登用を検討
する。

【専門部会（都市計画審議
会）】
　学識経験者等に女性に適任
者がいれば積極的に登用を検
討する。

【地域公共交通会議】
 女性に適任者がいれば積極的
に登用を検討する。

52

下水道課 審議会開催の予定なし
改選時には、女性適任者がい
れば積極的に登用に向け検討
する。

53

教育企画課 ①審議会や委員会等におい
て、女性委員の占める割合が
40％になるよう、女性の登用
に努めます。
②すべての審議会や委員会等
に女性委員が登用されるこ
と、また、特定のテーマにお
いて男女の比率が大きく偏ら
ないように、女性の参画状況
調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参
画しやすいように、会議日時
の配慮等、環境整備に努めま
す。

54

学校運営課 【学校給食運営審議会】
任期：Ｈ29.９.１～Ｈ31.
８.31
男３人、女13人

任期中の学校職員の異動や退
任があった際の欠員の補充の
際には、可能な限り男性を登
用したい。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

46



担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【都市計画審議会】
任期：２年間（ただし、関係行政機関の人事異動が
あった場合、後任は前任者の残任期）

任期　平成27年10月１日～平成29年９月30日
男13人　女４人　23.5％（29.３.31現在）
(議員６、関係行政機関３、学識６、市民委員２)
任期　平成29年10月１日～平成31年９月30日
男12人　女５人　29.4％（31.３.31現在）
(議員６、関係行政機関３、学識６、市民委員２)

【専門部会（都市計画審議会）】
平成29年10月１日から、都市計画審議会の特定の事案
が終了するまで
任期　平成29年10月１日～
男４人　女２人　33.3％（31.３.31現在）

【地域公共交通会議】
平成25年７月１日より「地域公共交通会議（法定会
議）」として発足

任期　平成27年８月１日～平成29年７月31日
男10人　女１人　9.1％（29.3.31現在）
任期　平成29年10月１日～平成31年７月31日
男11人　女0人　0％（31.3.31現在）

【都市計画審議会】
審議会委員のメンバー構成が
学識経験者6名以内、市議会
議員6名以内、関係行政機関
の職員が3名以内、市民代表
が2名以内と限定され任期が2
年間となっている。構成員の
選定は、充て職、書類選考に
よるものが多く、意図的に女
性の登用割合を上げることは
難しい。

【専門部会（都市計画審議
会）】
　学識経験者等に女性に適任
者がいれば積極的に登用を検
討する。

【地域公共交通会議】
関係団体・関係機関の職員が
大半を占め、各団体の指名に
より参画してもらうものであ
る。
　また、公募市民について
は、論文提出による選出であ
るため、女性委員に限定した
募集はできないので、意図的
に女性の登用割合を上げるこ
とは難しい。

Ｂ

構成員の選考が充て職、書類選
考によるものなどで意図的に女
性の登用割合を増やすことが難
しいことは理解できる。女性学
識経験者の情報収集や、公募の
人数が増える試みが必要。また
審議会等に登用しているメン
バーから、委員になりうる女性
リーダーの情報を収集するなど
の工夫も図られたい。

Ｄ

今年度は、審議会の開催はなし。
平成28年度４月末をもって、審議会の任期は終了して
おり、新たな委員は募集していない。

次年度も、審議会開催の予定
はないが、委員を委嘱する場
合には、女性適任者がいれば
積極的に登用を検討する。

Ｃ

審議会開催と委員を委嘱する場
合を想定し、女性委員を積極的
に登用しやすい環境を整える必
要がある。

Ａ

【西東京市教育計画策定懇談会】
任期：平成29年７月12日～平成31年２月22日
男性５人、女性８人　登用率62％

【奨学生選考委員会】
平成30年度：男性４人、女性１人　登用率20％

【西東京市立小・中学校の児童・生徒数の変動への対
応に関する地域協議会】
任期：平成30年６月１日～平成31年３月31日
男性９人、女性14人　登用率61％

引き続き、委員全員が参加し
やすいよう配慮し、会議日時
の調整を図りたい。

Ｂ

目標とする割合が達成できてい
る懇談会・評議会もあるが目標
よりも下回っている委員会もあ
る。引き続き女性委員が参加し
やすい環境整備に努めていただ
きたい。

Ａ

任期:H29.９.１～H31.８.31
H30.４.１付職員の人事異動に伴い
男２人、女14人に変更

任期中の学校職員の異動や退
任があった際の欠員の補充の
際には、可能な限り男性を登
用したい。

Ｂ

男性の比率が低いので男女の比
率が偏らないよう、男性も参加
しやすい環境の整備が必要かと
思う。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

55

教育支援課 　人事異動等による委員の選
出を行う。固有の校長職等へ
の委嘱のため調整は難しい
が、教育支援課の就学支援委
員会における教員の推薦につ
いて、目標比率を満たすよう
配慮する。
　委員会の終了時間が勤務時
間を超えないよう、内容の調
整、審議人数の調整、簡潔な
進行などに努める。

Ⅰ-3 （１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

平成30年度の状況
○就学支援委員会委員等名簿（小委員会Ａ）27人中
男17人、女10人、女性登用率37％
○就学支援委員会委員等名簿（小委員会Ｂ）
男９人、女９人、女性登用率50％

固有の校長職等に委嘱するため調整が難しい。各委員
会の効率化を図り、勤務時間内で終了するよう努め
た。

平成30年度は明保中学校に通
級が開設されたため、委員が
増員となった。固有の校長職
等への委嘱のため、割合とし
ては平成29年度より少なく
なってしまった。教員の推薦
について、目標比率を満たす
よう学校に通知する。
　また、委員会の終了時間が
勤務時間を超えないよう、準
備や片付け、議事進行などの
見直しを行い、ワークアンド
ライフバランスが取れるよう
な委員会の運営を行った。近
年の審議児童生徒数の激増に
あっても審議時間の圧縮に努
めた。

Ａ

概ね目標が達成されている。積
極的に「教員の推薦について目
標比率をを満たすよう学校に通
知する」ことを行っていただき
たい。審議時間の短縮等の成功
例は他の課にもぜひ共有してい
ただきたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

56

社会教育課 平成31年度の改選時に、登用
率の維持、向上に努める。

57

公民館 公民館運営審議会（平成29年
５月１日～平成31年４月30
日）
・地域づくりや社会教育に関
心の深い委員をバランスに配
慮して登用する。

58

図書館 図書館協議会委員
任期：Ｈ29.５.１～Ｈ31.
４.30
男５名女５名登用率50％
（西東京市図書館設置条例第
６条に基づき選出）
図書館計画策定懇談会委員
任期：Ｈ30.４.24～Ｈ31.
３.31
男７名女３名登用率30％

59

選挙管理委員会 「明るい選挙推進委員会」
で、推進委員の男女登用率の
平均化を図る。

60

①地域における
女性のロールモ
デルの発掘と活
用

地域でリーダーとして活躍する女
性の情報を収集し、ロールモデル
として市民に広報するとともに、
審議会や委員会等の委員、各種講
座の講師として登用します。

協働コミュニティ課 地域でリーダーとして活躍す
る女性の情報を収集し、ロー
ルモデルとして市民に広報す
るとともに、審議会や委員会
等の委員、各種講座の講師と
して登用する。

61

②リーダー養成
講座の実施

審議会や委員会、地域活動等、あ
らゆる場で男女を問わず男女平等
参画の視点をもったリーダーを育
成する。加えて女性がリーダーと
して参画できるよう、リーダー養
成講座を実施します。

協働コミュニティ課 引き続き、女性リーダーの育
成に努める。

62

①ハローワーク
等との連携によ
る就職相談の実
施と情報の提供

ハローワーク等と連携し、就職相
談や情報提供、就労支援セミナー
を実施し、女性の就労機会の拡大
を図ります。

産業振興課 就労を希望する市民のニーズ
に応えるため、就職情報提
供・相談の拡大を図る。
・就職情報コーナーにおける
就職相談・情報提供等
・就職支援セミナー（６月と
10月）
・就職面接会（７月）
・合同就職面接会の実施<未定
>

63

協働コミュニティ課 出産や子育て等で就労を中断
した女性のために、保育付き
の就労準備講座、再就職支援
講座等を開催する。

64

産業振興課 再就職支援のための講習会を
実施する。
就職支援セミナー（６月・10
月に各３日間実施）におい
て、保育サービスを実施予定

Ⅰ-4

②保育付き女性
の就労準備講座
等の実施

出産や子育て等で就労を中断した
女性のために、保育付きの就労準
備講座、再就職支援講座等を開催
します。

Ⅰ-3

（１）

①審議会・委員
会等における女
性委員登用率の
向上
②審議会等にお
ける女性の参画
状況調査の実施
③審議会・委員
会等に参画しや
すい環境整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②すべての審議会や委員会等に女
性委員が登用されること、また、
特定のテーマにおいて男女の比率
が大きく偏らないように、女性の
参画状況調査を行います。
③審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

（２）

（１）
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

【社会教育委員の会議】
H29.７.１～H31.６.30
男８名、女５名（公募委員２名中０名女性）
女性委員の占める割合38％

【文化財保護審議会】
H29.７.１～H31.６.30
男７名、女１名
女性委員の占める割合12％

平成31年度の改選時に、登用
率の維持、向上に努める。

Ｂ

改選時の登用率向上に関して、
女性委員をどのように登用して
いくか具体的な取り組みを明示
していただきたい。

Ａ

公民館運営審議会第９期（平成29年５月１日～平成31
年４月30日）
女性８名、男性６名、計14名
女性委員登用率　57％

令和元年５月に改選予定。

Ａ

男女の比率に偏りがなく前向き
に評価することができる。改選
後も比率に偏りが出ないことを
期待する。

Ａ

図書館協議会委員
任期：Ｈ29.５.１～Ｈ31.４.30
男５名女５名登用率50％
（西東京市図書館設置条例第６条に基づき選出）
図書館計画策定懇談会委員
任期：Ｈ30.４.24～Ｈ31.３.31
男７名女３名登用率30％

西東京市図書館設置条例第６
条に基づき選出する。

Ａ

引き続き条例に基づいた選出を
期待する。

Ａ

【明るい選挙推進委員会】
平成30年度内訳：男性4人、女性30人（30年度末人数：
現委員任期H30.４～H32.３、任期内での増減有)
登用率 88.2％

女性委員の割合を40%以下の
数値以下にすることなく、男
女比率の平均化に向けて、さ
らなる人材確保を進めてい
く。

Ｂ

過去の登用者の比率をみると、
男性の比率が明らかに低下して
いる。男性の比率が上がるよう
な工夫がなされているか検討さ
れたい。

Ａ

地域で活躍する女性起業者や地域産婦人科医を迎え講
座を実施した。委員会委員においても地域で活躍する
女性のを登用した。

地域でリーダーとして活躍す
る女性の情報を収集し、ロー
ルモデルとして市民に広報す
るとともに、審議会や委員会
等の委員、各種講座の講師と
して登用する。

Ａ

地域で活躍する女性を迎え、講
座等を開催していてとても良
い。講座ごとに参加人数の差が
あるので広報の方法や参加者の
調査を行い、内容等を検証しな
がら今後につなげていただきた
い。

Ｂ

平成29年度実施の沿線３市連携事業において、災害時
における女性リーダー養成を視野に含めた連続講座を
実施した際の講師の勧めで国立女性会館ヌエック男女
共同参画推進フォーラム2018でのワークショップに講
座参加者と参加した。防災分野におけるリーダー養成
の一環の事業となった。

引き続き、女性リーダーの育
成に努める。

Ｂ

女性リーダーを中心としたグ
ループとの接点を切らさず、防
災以外の分野でもリーダー養成
の事業を計画することが望まし
い。

Ｂ

①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した就職
情報コーナーにおいて、就職相談・情報提供事業を実
施した。カウンターに各種情報パンフレット等を置き
配布した。
②就職支援セミナーについては、ハローワークと共催
で６月と10月それぞれ３日ずつ実施、受講者は162人
（内女性105人）となっている。
就職面接会は７月に実施し、参加企業11社で内定者は
４人であった。
③地域就職面接会は、東京しごとセンター主催で近隣
市との共催で実施した。
④就職情報コーナーについては、現行の規模でハロー
ワークと今後も継続実施していくとともに、関係機関
の協力のもと就職支援セミナーなど就業対策に取り組
む。

就職面接会は近隣市と共催
で、平成30年度も本市のき
らっとで実施した。
次年度以降も近隣市との会場
確保など調整し決定する。
参加者数の増員については、
就労環境の影響が大きいと考
えている。
引き続き事業継続により、就
労環境の改善を推進してい
く。

Ｂ

担当課、近隣市と共催すること
で求職者支援、就労の機会の幅
が増すことはとても良い。就職
支援セミナー参加者も女性の比
率が高いことから女性がどのよ
うな事を望んでいるかを分析し
て参加される企業の選定や依頼
がしやすくなるかと思う。

Ａ

講座・自立支援講座の中で、自立の一歩としての就労
準備講座を保育付で実施した。
・女性のための経済・金融入門
・女性の多様な働き方～小さい子どもがいながら働く
ということ～
・パーソナルカラー＜基礎編・応用編＞
・ 相手も自分も大切にするコミュニケーション

保育付講座で就労準備講座を
開催する。

Ａ

自立支援講座を保育付講座にし
ていて、女性が参加しやすい環
境を作れている。広報などで更
に多くの人に広がることを期待
する。

Ｂ

保育サービス利用者
６月・10月共に幅広く募集案内を行い、利用者は２
名。
子どもを持つ求職者にとっては、就職活動環境改善の
一助となるもので、今後も引き続き実施していく。

子ども２人につき１人の保育
士を配置して、子どもの安全
確保に配慮するとともに、今
後も保育サービス需要への対
応を図る。

Ｂ

保育士を配置し安全確保を行っ
ていることは良いが、利用者が
増えるような工夫も求められ
る。継続していく中で参加者が
増えることを期待する。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

65

子育て支援課 母子・父子自立支援プログラ
ム策定員が、ハローワークと
連携し、就労支援を実施しま
す。また、アフターフォロー
を業務の流れに位置づけられ
るよう検討します。

66

産業振興課 就労を希望する女性に対し
て、就職情報提供・就労機会
の拡大を図る。

67

②母子家庭自立
支援給付金事業

自立支援教育訓練給付金事業、高
等技能訓練促進費等事業の周知を
図ります。

子育て支援課 チラシ等により制度の周知に
努めます。
※「母子家庭自立支援給付金
事業」は、平成25年４月から
「母子家庭等自立支援給付金
事業」に変わりました。「高
等技能訓練促進費」は、平成
26年10月から「高等職業訓練
促進給付金」に変わりまし
た。

68 （３）

①ポジティブ・
アクション（積
極的改善措置）
の働きかけ

国や東京都によるポジティブ・ア
クションについての取り組み事例
などを活用し、市内企業・事業所
に、ポジティブ・アクションの意
義や効果について情報を提供し、
取り組みを働きかけます。

協働コミュニティ課 国や東京都によるポジティ
ブ・アクションについての取
り組み事例などを活用し、市
内企業・事業所に、ポジティ
ブ・アクションの意義や効果
について情報を提供し、取り
組みを働きかける。

69

①家族経営協定
の普及

女性が単なる補助労働者としでは
なく、共同経営者として意思決定
に参画できるようにするために、
認定農業者制度における家族経営
協定の普及を図ります。

産業振興課 家族協定の締結を促し、農業
経営に女性が参画していくこ
とを支援します。

70

②女性農業者の
育成の検討

女性農業者との意見交換の機会を
通じ、有効な支援策を検討しま
す。

産業振興課 農業イベント等におけるＪＡ
東京みらい女性部のつながり
を醸成します。また、農業者
だけではなく、女性の援農ボ
ランティアの交流の場も提供
していきます。

71

①起業に関する
情報提供と相談
の実施

商工会が運営する西東京創業支
援・経営革新相談センターにおい
て、相談や講座の開催など、起業
に関する情報提供と相談を行いま
す。

産業振興課 引続き起業相談及び経営革新
の相談業務を充実し、市民周
知を図る。

72

②ＮＰＯ法人の
設立やコミュニ
ティビジネス等
に関する情報提
供、相談、学習
機会の提供

市民協働推進センター「ゆめこら
ぼ」において、市民活動・コミュ
ニティビジネスに関する講座など
を開催し、情報提供や相談、学習
機会を提供します。

協働コミュニティ課 市民協働推進センター「ゆめ
こらぼ」において、市民活
動・ＮＰＯのための支援事業
として各種講座を開催して学
習機会を提供するとともに、
市民協働推進センターのホー
ムパージなどを活用して市民
協働推進センター登録団体が
開催する事業や市民協働推進
センターが開催する各種講座
や事業の情報を提供する。事
業計画の際には、男女平等参
画の視点を念頭に置いて実施
していく。

（５）

Ⅰ-4

（２）

①ハローワーク
等との連携によ
る就職相談と情
報の提供

ハローワーク等と連携し、就職相
談や情報提供、就労支援セミナー
を実施し、ひとり親家庭の就労機
会の拡大を図ります。

（４）
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Ａ

一人ひとりの希望を尊重しつつ、ハローワークと連携
を図りながら、ひとり親家庭の自立に結びつくような
就労支援に努めました。
また、「ひとり家庭の方の支援や制度について」のチ
ラシを配布したり、はなバスに車内広告を掲載したり
周知に努めました。
アフターフォローについては、児童扶養手当の現況届
提出時に窓口で状況確認を行うことで対応した。ま
た、就労から半年経過した方には、気軽に相談してい
ただける様にお知らせを送付した。
プログラム策定　32件

引き続きひとり親家庭の自立
に向けて、一人ひとりの状況
に応じた就労支援を行いま
す。また、プログラム策定後
のアフターフォローは、窓口
での状況確認だけでなく、郵
送対応等業務の流れに位置づ
けられるよう検討します。

Ａ

自立支援プログラム策定後、郵
送対応等でアフターフォローを
行っていることが評価できる。

Ｂ

平成29年度は、７名認定農業者が認定を受けた、その
内１名の方が女性家族（１名）を含む家族協定を締結
した。 平成30年３月末現在、認定農業者52名のうち、
31名の農業者が女性家族を含む家族協定を締結してい
る。

記入不要 Ｂ

引き続き就労を希望する女性に
対しての就職情報の提供と就労
機会の拡大を期待する。

Ａ

「ひとり親家庭の方の支援や制度について」のチラシ
を作成し、児童扶養手当の現況届提出時に配布し周知
に努めました。
母子家庭等高等職業訓練促進給付金　７件
母子家庭等自立支援教育訓練給付金　６件

引き続き、必要な方に情報が
届くよう制度の周知に努めま
す。

Ａ

引き続き支援が必要な方に情報
が届くよう、チラシ以外にも広
く情報が行き届くような試みに
期待したい。

Ｂ

ポケット労働法の配布によりポジティブ・アクション
についての情報提供を行った。
情報誌を市内企業に配布した。
市内企業・事業所への情報提供の仕方について検討し
た。

市内企業・事業所に、ポジ
ティブ・アクションの意義や
効果について情報を提供す
る。 Ｂ

産業振興課とも協力し、市内企
業・事業所に対して更なる情報
提供をしていただきたい。

Ｂ

平成30年度は、７名認定農業者が認定を受けた、その
内４名の方が女性家族（６名）を含む家族協定を締結
した。 平成31年３月末現在、認定農業者53名のうち、
33名の農業者が女性家族を含む家族協定を締結してい
る。

今後も引き続き、農業者が認
定を受ける際、家族協定の締
結を促し、農業経営に女性が
参画していくことを支援す
る。

Ｂ

共同経営者として意思決定に参
画できるよう、女性家族を含む
家族協定の締結を更に促してい
くことを期待したい。

Ｂ

「農のアカデミー事業」において、女性援農ボラン
ティアの交流の機会を提供した。

引き続き、女性の援農ボラン
ティアの交流の場を提供して
いく。

Ｂ

引き続き、より多くの女性農業
者に交流の場を提供されること
を期待したい。

Ｂ

創業支援・経営革新相談センターについては、毎月市
報や市ＨＰ及びセンターＨＰによるＰＲ活動による周
知を行った。
また、平成30年６月及び10月に実施した創業スクール
では、参加者36名のうち、20名の女性の参加があっ
た。

創業融資あっせん制度の推
進、マッチング・コーディ
ネート事業や創業スクールの
実施など、センター機能を充
実させ、創業のための環境整
備を進める。

Ｂ

担当課、商工会における市民へ
の継続と安定した業務を評価す
る。創業スクール参加者の内、
女性の割合も多い。更なる業務
の周知と環境の整備に期待す
る。

Ａ

行政をはじめ様々な主体同士の協働推進並びにＮＰＯ
等市民活動団体の活動推進や支援のため、次の事業を
展開した。
　【主な実施事業】
１．広報・ＰＲ事業
　情報誌「ゆめこらぼ通信」の発行
　ＮＰＯ市民フェスティバルの開催
　ＨＰによる情報発信
２．人材、団体育成・研修事業
　地域活動紹介ゆめサロンの開催
　ＮＰＯパワーアップ講座の実施
　おとぱ＆ミディサロンの開催
３．地域連携促進事業
　団体交流会の開催
　協働のまちづくりワークショップの開催
  テーマ「協働のロケットスタート～地域の暮らしや
すさと男女平等の視点～」
　まちづくり円卓会議の開催
　地域コミュニティ支援施策への協力

これまで実施してきた事業内
容を踏まえ、ＮＰＯ等市民活
動団体の一層の育成・支援に
取り組む。
その上で、ＮＰＯ等市民活動
団体同士、行政、その他多様
な地域の主体との交流・連携
をますます促進させていき、
地域課題解決に結びつけてい
く。

Ａ

様々な事業、イベント、講座等
を行い情報提供や学習機会の提
供が行えている。地域に対して
リーダーシップを発揮できてい
ることが評価できる。今後も男
女平等参画の視点を置いた活動
をお願いしたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

73

①女性リーダー
比率の向上の啓
発

自治会等の地域活動において、
リーダーとして活躍する女性の割
合が増えるように、団体等に働き
かけます。

協働コミュニティ課 女性リーダーの育成に関する
情報提供を行い、女性活躍推
進に向けての意識啓発を行
う。

74

②地域リーダー
を担う女性の育
成

国や都で実施するリーダー講習会
の情報を提供するとともに、リー
ダー養成講座を実施します。ま
た、パリテ登録団体の活動の支援
等を通して、女性リーダーの育成
を図ります。

協働コミュニティ課 国や都で実施するリーダー講
習会の情報を提供するととも
に、リーダー養成講座を実施
します。また、パリテ登録団
体の活動の支援等を通して、
女性リーダーの育成を図る。

75

①男性を対象と
した男女平等参
画講座の実施

男性を対象に、地域活動に関する
講座を開催し、地域活動への関心
を高めます。

協働コミュニティ課 男性を対象に、地域活動に関
する講座を開催する。

76

協働コミュニティ課 さまざまな情報提供を行い、
男性の地域参加の促進を図
る。

77

生活福祉課 様々な方が参加できるよう
に、登録研修の実施時間や日
時などに工夫を検討する。

78

児童青少年課 引き続き、地域で行われてい
る活動を紹介し、男性の地域
参加の促進を図り、できる限
り参加人数を把握する。

79

①市民活動団体
への男女平等に
関する学習機会
の提供

市民活動団体が男女平等参画の視
点をもち活動できるように、パリ
テまつりでの講座や出前講座の実
施など、学習機会を提供します。

協働コミュニティ課 市民活動団体にパリテまつり
参加を呼びかけ、講座の実施
など、学習機会を提供する。

80

②男女平等参画
の視点をもった
市民活動団体と
の協働事業の実
施

パリテ登録団体など、男女平等参
画の視点をもった市民団体と協働
して地域活動等の事業を実施しま
す。

協働コミュニティ課 パリテ登録団体を中心に市民
活動団体と協働事業を実施す
る。

81

①防災会議にお
ける女性の参画

災害時の避難、避難施設の設置・
運営、避難施設の備品等に女性の
意見が反映されるように、防災会
議に女性委員を増やします。

危機管理室 意欲のある女性の発掘に努め
る。

82

協働コミュニティ課 沿線３市男女共同参画連携事
業において、防災リーダーの
活躍の場として、避難施設運
営組織への女性参画に対し
て、事業の実施準備として検
討をすすめる。

②地域活動、ボ
ランティア、Ｎ
ＰＯ等の情報提
供と参加促進

Ⅰ-5 （１）

Ⅰ-5

（２）

Ⅰ-6★（１）

②防災市民組織
における女性の
参画とリーダー
の育成

防災市民組織に女性の登用を促
し、女性の意見が適正に反映させ
られるように努め、防災市民組織
における女性のリーダーの育成に
努めます。

地域活動、ボランティア活動、
NPO法人などによる市民活動な
ど、地域で行われているさまざま
な活動を紹介し、男性の地域参加
の促進を図ります。

（３）
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Ｂ

女性起業家による講座（「女性の多様な生き方」）の
実施や、パリテまつりの市川房枝についての講座の実
施、情報誌への「政治分野における男女共同参画の推
進に関する法律」の解説記事の掲載をとおして、女性
のリーダーシップ発揮についての意識啓発を行った。

引き続き、女性リーダーの育
成に関する情報提供を行い、
女性リーダーの比率向上に努
める。 Ｂ

女性起業家の講座や、パリテま
つりでの講座参加者、情報誌の
記事等でより多くの女性に啓発
されたと思う。

Ｂ

パリテ登録団体を中心としたパリテまつり実行委員会
の委員長に女性が就任したため、主管課として、委員
長のサポートをしながらリーダーとしての育成を図り
ながら、協働で事業を実施した。
都で実施するセミナーについてセンター内にて告知し
た。

国や都で実施するリーダー講
習会の情報提供とパリテ登録
団体の活動の支援等を通し
て、女性リーダーの育成を図
る。

Ｂ

パリテまつりに、多世代の女性
リーダーが参画する事を期待す
る。都で実施されたセミナーの
告知がセンター内だけでは勿体
なかったのではないかと感じ
る。より広く多くの市民に広報
頂きたい。

Ａ

基礎講座として男性向け講座「知っ得！片付け術～家
庭でも３S(整理・整頓・清掃）～」を実施した。
参加者29人（男性または男女ペア優先としたため女性
もさんか）
共通講座として「パパ’ｓ絵本ライブ」を実施し、男
性の育児参加を促した。
参加者親子20組50名

引き続き、男性の地域活動参
加に関する情報提供を行う。

Ａ

興味を引く基礎講座の開催が、
多くの参加者に結びついたもの
と推測できる。引き続き、男性
が参加したいと思われるような
講座の開催を期待する。

Ａ

共通講座として「パパ’ｓ絵本ライブ」を実施し、男
性の育児参加を促した。
参加者親子20組50名
情報誌パリテにてステキに男女平等参画！コーナーで
男性の地域活動編として地域で小学校PTA会長をしてい
る男性の記事を掲載した。

引き続き、さまざまな情報提
供を行い、男性の地域参加の
促進を図る。

Ａ

男性が定年してからの地域デ
ビューを待つのでは無く、子育
て世代の男性をターゲットにし
た講座の開催に期待が持てる。
情報誌のPTA会長の記事も、シ
リーズ化したら面白そう。

Ａ

ほっとネット推進員の登録研修の日程を休日に設定す
るなど、新たな取り組みを実施した。
新規で21名登録し、計377名の登録者となった。

引き続き、多くの方が参加で
きるような工夫を行う。

Ａ

登録研修の日時を工夫され登録
者を増やされた事は評価出来
る。登録された方々が推進員と
して活躍される事を期待する。

Ａ

「歩け歩け会」や「こそだてフェスタ」等、児童青少
年課関連事業において、地域の男性が参加し子育てに
積極的にかかわるきっかけになるよう、参加促進を行
うことができた。

引き続き、地域で行われてい
る活動を紹介し、男性の地域
参加の促進を図り、できる限
り参加人数を把握する。

Ａ

事業が年々盛況となり、広く市
民に周知されている事を評価す
る。参加人数を把握してどうさ
れたいのか知りたい。

Ａ

第11回パリテまつりは実行委員会として15団体と個人
のが企画・運営をし、８団体の協力により開催し、887
人の市民が参加した。

市民活動団体が男女平等参画
の視点をもち活動できるよう
に、パリテまつりでの講座や
出前講座の実施など、学習機
会を継続提供します。 Ａ

知名度の上がったパリテまつり
に年々参加者が増えている事に
着目する。参加により、男女平
等を考える良い機会となってい
るのではないか。出前講座の状
況を知りたいについても記述さ
れたい。

Ａ

男女共同参画週間、女性に対する暴力をなくす運動週
間事業のとしてパープルリボン・プロジェクト・ワー
クショップとカフェを開催した。

引き続き、パリテ登録団体を
中心に市民活動団体と協働事
業を実施するとともに新規団
体について連携がでいるよう
検討する。

Ａ

様々な登録団体との協働によ
り、市民の参加を促して欲し
い。魅力ある講座の開催を期待
する。

Ｂ

充て職及び他機関からの推薦により委員を任命してい
るため、男女比率をコントロールすることは困難では
あるが、女性の意見を確保するため、女性団体の代表
を委員に任命している。

意欲のある女性の発掘に努め
る。

Ｃ

№39再掲

Ｂ

パリテまつり実行委員会に新たに地域避難所関係団体
に参加してもらい、市民向け講座を実施した。

引き続き、危機管理室やボラ
ンティアセンター、地域避難
所運営協議会との連携を深
め、今後の事業展開について
検討する。

Ｂ

どのような実施準備をされたの
か知りたい。パリテまつりでの
防災講座により、市民の防災意
識の高まりを期待する。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

体系番号 担当課目標

83

危機管理室 東京くらし防災を参考に女性
目線が考慮された防災講話を
実施し、防災市民組織等にお
ける女性リーダーの育成に努
める。

84

協働コミュニティ課 平成29年度沿線３市男女共同
参画連携事業において、防災
リーダーの活躍の場として、
避難施設運営組織への女性参
画に対して、事業の実施準備
として検討をすすめる。

85

危機管理室 理解共有に努め、訓練をとお
して、課題発見に努める。

86

教育企画課 避難所運営協議会に女性委員
の参画を募り、マニュアル等
作成において、特に妊婦・子
育て中の女性に配慮した意見
を聴取する。

87

②災害時要援護
者の支援

特に要介護高齢者、障害者等の避
難生活の支援において、男女双方
の視点を踏まえます。

危機管理室 避難生活に特化した課題を整
理し、継続して各学校避難所
運営協議会や各支援組織・支
援団体と連携して取り組みを
進める。

88

③男女のニーズ
に配慮した避難
物資の整備

避難生活においては、男女のニー
ズに違いがあることから、男女双
方の視点に配慮して必要な避難物
資を整備します。

危機管理室 訓練、講話、避難所運営協議
会及び各イベントを通して避
難物資のニーズを把握しつつ
整備検討する。

Ⅰ-6★（２）

①避難施設運営
組織における女
性の参画

避難施設においては、避難物資の
整備やトイレの配置、着替え場所
の確保等、妊婦や子育て家庭を含
めた女性への配慮が必要となるこ
とから、避難施設運営組織への女
性の参画を図ります。

Ⅰ-6★（１）

②防災市民組織
における女性の
参画とリーダー
の育成

防災市民組織に女性の登用を促
し、女性の意見が適正に反映させ
られるように努め、防災市民組織
における女性のリーダーの育成に
努めます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

防災市民組織をはじめとする多くの市民を対象とし
て、女性講師を招きリーダー養成講座を開催し、リー
ダーの育成に努めた。

東京くらし防災を参考に女性
目線が考慮された防災講話を
実施し、防災市民組織等にお
ける女性リーダーの育成に努
める。

Ｂ

養成講座の開催された時期、参
加人数、育成された女性リー
ダーの人数についても記述され
たいを知りたい。

Ｂ

パリテまつり実行委員会に新たに地域避難所関係団体
に参加してもらい、市民向け講座を実施したが、前年
度3市連携事業講座に参加者に対してアプローチができ
なかった。

引き続き、危機管理室やボラ
ンティアセンター、地域避難
所運営協議会との連携を深
め、情報提供を行う。

Ｃ

課ごと地域ごとの連携が取れ、
いざという時に主体となって活
動出来るリーダーの育成に期待
する。

Ｂ

主体となっている学校関係者及び地域住民とともに教
育企画課が所管する各避難所運営協議会における訓練
等の取り組みのなかで、要配慮者に対して避難施設内
で配慮すべき避難物資、トイレ、着替場所の確保等に
関する助言等を実施して実際に資機材を展開するなど
理解共有に努めた。

理解共有に努め、訓練をとお
して、課題発見に努める。

Ｂ

どの避難所に避難したとしても
最低限の支援が受けられるよ
う、平時の訓練を行う事を期待
する。避難所運営協議会が発足
してから一度も訓練をしていな
い所への働き掛けも必要だと思
う。

Ａ

児童・生徒の保護者会等の代表者を中心に女性が積極
的に参画することが出来た。また、各校が作成する避
難所運営マニュアルには、避難所に女性専用スペース
を設けるなどの工夫がみられた。

引き続き、各学校及び危機管
理室等と連携の上、避難施設
運営組織における女性の参画
を図りたい。 Ｃ

妊婦・子育て中の女性に対して
の聴取の中で出された意見につ
いても具体的に記述されたいを
示して頂きたい。

Ｂ

介護を要する高齢者・障害者等、避難施設において必
要となる配慮点について、訓練や避難所運営協議会で
提案するとともに、プライバシー確保のためのパー
テーション等物資の確保や実際に取扱いができるよう
努めた。

避難生活に特化した課題を整
理し、継続して各学校避難所
運営協議会や各支援組織・支
援団体と連携して取り組みを
進める。

Ｃ

どのような課題を整理されたの
か、支援団体とどのように連携
されたのか示して頂きたいにつ
いて具体的に記述されたい。

Ｂ

プライバシー確保のためのパーテーション等物資の確
保や実際に取扱いができるよう努めた。

訓練、講話、避難所運営協議
会及び各イベントを通して避
難物資のニーズを把握しつつ
整備検討する。 Ｂ

男女のニーズの違いを考慮した
避難物資の整備はパーテーショ
ンだけでは無いので、その他の
物資の取り扱いについても示し
て頂きたい具体的に記述された
い。
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２．平成30年度各課事業評価報告
★（重点課題）

課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

89

①学校における
人権教育の実施

学習指導要領等に基づき、授業や
活動などで人権尊重や男女平等な
どについて指導の充実を図り、学
校における人権教育を実施しま
す。

教育指導課 各学校における人権教育の全
体計画及び年間指導計画のさ
らなる改善を図り、学校にお
ける人権教育の一層の充実を
図る。

90

②多様な性や生
き方に関する理
解の促進

講座・講演会や情報提供等を通し
て、性の多様化や家族形態の多様
化等に対する理解の促進を図りま
す。

協働コミュニティ課 多様な性に関する情報提供を
行う。

91

③情報誌パリテ
の 発 行 と 配 布
（再掲）

情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
を図ります。作成については市民
参画で行います。また、多くの市
民が読めるように配布について工
夫します。

協働コミュニティ課 情報誌パリテを発行し、市民
の男女平等意識のさらなる定
着と浸透を図る。作成につい
ては市民参画で行うが。今年
度は委員改選を行う。また、
多くの市民が読めるように配
布について工夫する。

92

④国際交流等行
事の実施

国籍、民族、文化、習慣等の異な
る人々が互いを理解しあい、地域
で共に暮らす多文化共生を推進し
ます。

文化振興課 ・西東京市多文化共生セン
ターの運営
・外国人のためのリレー専門
家相談会の実施

担当課目標

Ⅱ-1

体系番号

（１）
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

Ｂ

人権教育推進委員会において、各学校の人権担当教員
の人権課題に対する理解を高めるために、２回フィー
ルドワークを実施した。また、東村山市及び武蔵村山
市の人権尊重教育推進校研究発表会に参加した。

人権教育推進委員会におい
て、引き続き人権課題につい
ての理解を高めるフィールド
ワークの充実を図る。 Ｂ

人権教育は徹底してきたと認め
られる。前年度の課題であった
男女平等の趣旨も盛り込まれ、
道徳のみならず社会科、家庭科
などの総合的学習での指導が充
実し素晴らしい。

Ａ

情報誌パリテ内で特集記事を掲載し、男女平等推進セ
ンター内において掲示を行った。市民に広く周知を図
るため「性は一人ひとり違う～ＬＧＢＴの視点から多
様性を考える～」を夜の時間帯に外部施設で実施し
た。

引き続き、様々な手段で情報
提供をする。

Ａ

注目されている分野であり、旬
な話題で今が情報発信のチャン
ス。引き続き、ますますの意識
定着の徹底に努められたい。

Ａ

情報誌パリテを11月と３月に合わせて21,000部を発
行・配布し、ホームページに掲載をした。編集支援事
業者の変更・企画運営委員の改選に伴い、より
市民が読みやすい、目を引く構成にすることを重視し
て、内容・表紙等の色の選定やイラストについて検討
したり、分かりやすく、読みやすい文章表現を心がけ
て編集を行った。　特集記事について、「それってハ
ラスメントです」・「あなたの性であなたらしく～心
も体も大切に生きよう（リプロダクティブ・ヘルス/ラ
イツの視点から）」とし、市民の方々に興味を引く内
容を掲載した。

市民の男女平等意識のさらな
る定着と浸透を図ります。作
成については引き続き市民参
画で実施し、分かりやすく、
読みやすい構成を実施する。
多くの市民が読めるように配
布先について工夫する。 Ａ

親しみやすく、読み易い紙面、
デザイン、タイトルや記事も適
切なセンスで、市の刊行物とし
て、洗練されている。引き続き
多くの市民に届けたい。

Ａ

【西東京市多文化共生センター】
・月～金曜日　午前10時～午後４時まで開所
・外国人の日常生活相談80件、外国人支援活動先の紹
介等54件、その他の施設利用1043件、通訳ボランティ
ア派遣事業31件、多言語情報の提供6件、窓口通訳利用
33件
子どもに関わる通訳ボランティア派遣の依頼が多かっ
た。今後も安定した需要が見込まれる。

【外国人のためのリレー専門家相談会】
・平成30年８月25日（土）、西東京市民会館で開催
・専門家：弁護士、行政書士、社会保険労務士、税理
士、フェミニストカウンセラー
・言語：英語、中国語、韓国・朝鮮語、フランス語、
スペイン語、ポルトガル語、やさしい日本語
相談：10人16件
外国人が円滑な社会生活を送ることができるよう、相
談会を実施した。通訳及び運営に市民ボランティアが
関わった。他の相談内容で相談にいらした相談者でも
フェミニストカウンセラーがかかわってくることもあ
り、参加頂いている。

以前より認知度のアップにつ
いて検討を重ねてきている
が、引き続き検討していきた
い。

Ａ

とても充実した支援で、これか
らも引き続き活発な活動を期待
する。対象となる在留外国人に
向け、更なる認知度向上のため
に、何か工夫できることを検討
したい。

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

93

①講演会やパン
フレット等によ
る啓発

暴力の未然防止と早期発見を市民
に働きかけるため、講演会やパン
フレット等による啓発を行いま
す。

協働コミュニティ課 暴力についての講演・ＤＶ冊
子の配布を行う。

94

②デートＤＶ防
止の啓発

恋人等親密な関係にある男女間の
暴力の防止について、啓発を行い
ます。

協働コミュニティ課 ＤＶ冊子の配布を行うととも
に、センター内において掲示
を行う。

95

③早期発見に向
けた市民、職務
関係者との連携

暴力の早期発見・早期対応に向け
て、市民、市の相談窓口や警察等
の職務関係者との連携をすすめま
す。

協働コミュニティ課 暴力の早期発見、対応に向け
庁内相談窓口・警察との連携
を進める。

96

①女性相談の実
施

男女平等の視点にたち、女性が自
分自身、家族、職場の人間関係、
心とからだ、DVなどの問題等につ
いて、相談員とともに解決の糸口
を見出す相談事業を実施します。

協働コミュニティ課 日々の暮らしの中で様々な悩
みを抱える女性に寄り添い、
自ら問題解決していく糸口を
見出していくことを支える。

97

協働コミュニティ課 相談者の個別状況に応じた相
談の充実を図り、関係部署と
連携し対応する。

98

生活福祉課 女性相談、子供家庭相談、母
子相談などに特化した相談員
である家庭相談員は、相談者
に最も寄り添いやすい相談員
であることから、相談者の希
望に沿った支援に繋がる相談
を行うことが可能であり、積
極的に活用していきたい。ま
た、前年度において仏語話者
の相談の際に町内の外国語サ
ポーターに多大な尽力を得た
こともあり、今後とも各語の
外国語サポーターとの連携を
密にしていきたい。

99

子育て支援課 母子・父子自立支援員による
ひとり親相談を実施します。

100

子ども家庭支援センター 子供家庭相談を継続して実施
する。

101

③男性相談のあ
り方の検討

男女平等の視点にたち、男性が自
分自身、家族、職場の人間関係、
心とからだ、DVなどの問題等につ
いて、相談員とともに解決の糸口
を見出す相談事業のあり方を検討
します。

協働コミュニティ課 男性相談についてのあり方を
検討する。

Ⅱ-2★

②一人ひとりの
状況に応じた相
談の実施

（１）

（２）

Ⅱ-2★

女性相談、子供家庭相談、母子相
談など、一人ひとりの状況に応じ
た相談を実施します。また、外国
語（英語・韓国語等）による相談
対応を検討します。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

女性に対する暴力をなくす運動週間（平成30年11月12
日～25日）ではハラスメントに関する講座を実施し、
参加者へＤＶ冊子を配布した。今年度増刷したＤＶ冊
子では、市民の身近な問題として捉えてもらえるよう
Ｈ29年度に実施した市民意識調査の結果を記載した。

講演会の実施
ＤＶ冊子の配布継続

Ａ

講座の実施、冊子の配布など企
画がとても良い。更に充実した
支援と、認知度も向上する工夫
を期待する。

Ａ

デートＤＶ啓発についての若年層向けにリーフレット
を作成した。

デートＤＶリーフレットの配
布

Ａ

引き続き、内容の充実と共に、
配布の範囲、配置場所の増加、
など工夫し多くの市民に広めた
い。

Ａ

配偶者暴力担当者連絡会議を行い、庁内・警察等組織
での連携を図った。支援個別対応として警察等と連携
し、安全を確保したり、市の相談窓口担当者と連携を
行った。早期発見の窓口となる市内医療機関へＤＶ冊
子を配布し女性相談窓口の案内を行った。

今後も継続実施する。

Ａ

各関係機関との、連携強化と、
情報交換、そして、更なる対応
の迅速化を図り、ますます充実
されたい。

Ａ

女性相談・婦人相談事業で実施
田無庁舎での女性相談出張相談を実施
相談件数
女性相談447件
婦人相談526件

引き続き継続した相談体制の
中で事業を実施する。

Ａ

多数の相談案件に良く対応され
ていると評価する。様々な問題
に対応している女性相談の案内
を更に市民に親しんで貰えるよ
うに周知したい。

Ａ

相談者の個別状況に合わせて関係部署と連携し支援を
行った。外国語に関しては通訳を依頼することにより
対応。

個別の状況をふまえながら関
係機関と連携し対応する。今
後も継続実施する。

Ａ

これからも、様々な相談のパ
ターンに合わせて臨機応変な対
応を望む。

Ｂ

家庭相談員については医療や生活、養育等の家庭相談
や、子の進路や進学、奨学金、不登校等の教育相談に
ついて長期的に相談を受け支援を行った。相談携帯も
訪問や直接の相談だけではなく、電話やメールを使用
し対象者にあった形で相談を実施した。外国後サポー
ターとの連携については今年度実績は無かった。

引き続き相談者にあった、ア
プローチを心がけ、必要に応
じて制度の案内を行う。

Ｂ

相談者や相談の内容、どんな
ツールを使用するか、その方法
なども多岐に渡るであろう。引
き続き柔軟な対応を期待する。

Ａ

母子福祉資金・父子福祉資金の貸付、就労・資格取
得、住宅、養育・家事援助、年金・手当など、個々の
状況に応じた相談・助言を行いました。
延べ相談件数1,000件

毎年相談件数が増えるとは限
らないが、引き続き一人ひと
りの状況に応じた丁寧な相
談・助言を行うとともに周知
にも努めていきます。

Ａ

相談件数が増えることも勿論良
いが、内容をよりきめ細かなも
のにするという姿勢はまた一層
評価できる。さらなる周知徹底
をお願いしたい。

Ａ

育児に悩む女性やＤＶを受けているケースなどは、関
係機関と連携を取りつつ対応している。子ども家庭支
援センター平成30年度新規相談件数1138件、その内児
童虐待相談363件(前年より６件増)、虐待以外の養護相
談775件であった。児童本人からの相談は、18件であっ
た。

平成31年度は児童相談所から
の逆送致で警察で処理した夫
婦喧嘩等の面前DV案件の対応
等が見込まれるため、引き続
き関係機関との連携強化を図
る。

Ａ

昨今の痛ましい事件など、過酷
な状況だが、未然に防げたもの
もあったように感じる。対応と
実行を是非徹底して貰いたいと
期待、応援したい。

Ｂ

他市の実施状況について把握することはできなかっ
た。
現時点では男性相談は東京都へ案内をしている。

男性相談のあり方について、
他市の実施状況や利用実績等
の情報収集しながら継続的に
検討を行う。 Ｂ

実際の相談数や、内容など把握
し、今後の在り方の再検討を望
む。有意義な方法で、継続でき
ればと期待する
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

102

④相談窓口の周
知と情報の提供

さまざまな相談窓口を通してDVの
被害者を発見し、適切な支援につ
なぐため、相談窓口の周知を図
り、DVについて情報提供を行いま
す。

協働コミュニティ課 配偶者暴力担当者連絡会議を
行い、情報の提供を行う。外
部相談窓口(警察・病院）とは
日頃の連携の中で窓口の情報
提供を行う。

103

①緊急一時保護
の実施

DV被害者の安全を確保するため、
緊急一時保護します。

協働コミュニティ課 被害にあった女性の安全を図
るため緊急一時保護へつなげ
る。

104

②民間支援団体
との連携

シェルターを運営している民間支
援団体と連携し、DV被害者が安心
して一時避難できる場所を確保し
ます。

協働コミュニティ課 被害にあった女性が安心して
一時避難できる場所を運営し
ている民間シェルターへの運
営費を支援する。

Ⅱ-2★

（２）

（３）
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

新たにはなバスへ女性相談の広告を掲載した。また女
性に対する暴力をなくす週間に合わせて、市内商業施
設に啓発のためのチラシを掲示した。
引き続き配偶者暴力担当者連絡会議を実施し、庁内・
警察・保健所・民生委員等の連携と情報提供を行っ
た。

引き続き窓口周知の方法を模
索していく。今後も配偶者暴
力担当者連絡会議を定期的に
実施し、関係機関との連携を
図る。

Ａ

当事者にとって最も表面化させ
にくい問題。花バスなど通常の
行動範囲で目視できる箇所への
周知徹底は効果的だろう。より
一層の周知徹底を望む。

Ａ

ＤＶ被害者の安全の確保を第一とし、個々の被害者に
適した支援が行えるように保護先の配慮や自己決定を
尊重した支援を行った。

今後も継続実施する。

Ａ

緊急一時保護後の見守りも大切
なテーマの一つだろう。より一
層の丁寧で柔軟な対応を期待し
たい。

Ａ

多摩地域の民間シェルター連絡会への補助金を交付。 今後の団体との連携、支援の
在り方について検討する。

Ａ

補助金の交付を、是非、内容の
充実に役立てたい。団体の活動
状況の把握と応援を、支援者へ
のフォローにつなげたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

105

③緊急一時保護
宿泊費等の支援

緊急に保護が必要な女性の安全確
保のため宿泊費等を助成します。

協働コミュニティ課 緊急に保護が必要な女性の安
全及び自立支援のため、緊急
一時保護宿泊費等を支援す
る。

106

協働コミュニティ課 被害にあった女性の生活と子
育て支援をおこなう。子ども
の保育・就学について行政
サービスにおいて早急に支援
を行う。

107

健康課 各事業等を通して情報提供に
努めるとともに、個別の支援
については、関係課と連携を
図りながらすすめる。

108

生活福祉課 女性相談、子供家庭相談、母
子相談などに特化した相談員
である家庭相談員はCWの補助
的な位置付けであるが、家庭
相談員でなければ対応できな
い局面も多く、今後とも、家
庭相談員を活用し、直接のDV
被害者だけではなく、健全育
成に多大な影響を与えられた
子どもの支援も積極的に対応
していく。

109

子育て支援課 関係部署と連携し、ＤＶ被害
者とその子どもの支援を行い
ます。

110

⑤ワンストップ
サービスの検討

DVに関する相談窓口において、必
要な手続きが一括して行える「ワ
ンストップサービス」の導入を検
討します。

協働コミュニティ課 各窓口での手続きの確認と支
援者への情報提供の仕方（ワ
ンストップサービス）の検
討。

111

⑥自立支援講座
の実施

DV被害者の生活再建・自立を支援
する講座を実施します。

協働コミュニティ課 自立支援講座を実施する。

112 （４）

①庁内関係各課
との連携の強化

DV被害者が抱えているさまざまな
問題の解決に向けて、庁内関係各
課との連携を強化します。

協働コミュニティ課 ＤＶ支援に必要な庁内関係各
課と連絡を密に行い連携を図
る。

④一人ひとりの
状況に応じた連
携による支援と
情報の提供

（３）

Ⅱ-2★

DV被害者の生活・子育て等を支援
します。また、子どもの心のケア
への支援や保育・就学等の行政
サービスに関する支援を行いま
す。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

平成20年度より西東京市緊急一時保護宿泊費等助成金
交付要綱を制定。
平成30年度は実績は０である。保護施設で対応できな
い場合の実施事業であるため、既存の施設において保
護の必要な女性に対し支援ができたと考えるが、今後
も幅広いニーズを想定し実施する。

今後も継続実施する。

Ａ

保護を必要とする年代的層にば
らつきがあり、また被害の状況
も多岐にわたる。そのため公的
な保護では対象にならないよう
なケースもあり、市独自での補
助金は意味あるもと考えられ
る。今後も継続し、活用される
ことを期待したい。

Ａ

被害にあった女性と子の生活支援と、子の保育・就学
においては関係部署(生活福祉課・保育課・教育企画課
等）と連携し当事者が早急に支援を受ける事ができる
よう図った。
各支援窓口における被害者の対応については、配偶者
暴力被害者支援担当者連絡会議においてＤＶへの理解
や二次被害を防ぐよう基礎研修を実施した。

生活の安全と安心、安定の為
庁内関係部署と引き続き連携
を図る。

Ａ

ＤＶ被害と子どもへの虐待と関
連性については昨年度痛ましい
事件が起こる中で再認識されて
いる。ＤＶが子どもの与える影
響を配慮し、被害にあってい
る、母子の支援に対しては関係
機関が連携し、迅速によりよい
支援体制が組めることを望む。

Ａ

各事業等を通して情報提供に努めるとともに、個別の
支援については、関係課と連携を図りながら実施し
た。

引き続き、各事業等を通して
情報提供に努めるとともに、
個別の支援については、関係
課と連携を図り実施する。 Ａ

ＤＶ被害者の心の回復を連携を
図りながら実施することを期待
したい。また事業を通じて情報
を共有し、役割分担の中での適
切なサポート体制の充実を望
む。

Ａ

本年度は高校生の教育に関する支援が拡充されたた
め、家庭相談員と連携し、制度の説明や活用の推進を
実施した。

各家庭の状況を把握し、教育
に関する支援の説明を適宜行
い、制度活用を促す。

Ａ

ＤＶ家庭に育っている子どもた
ちはその影響を受けながら、子
どもたち自身がＳＯＳを上げに
くい状況にある。その意味でも
家庭相談員の役割は大きい。今
後はさらに連携内容を明確に
し、守秘義務を守りながら各家
庭の状況を知り、適切なサポー
トをすることで子どもへの早期
発見にもつながる。各課との連
携も充実されたい。

Ａ

婦人相談員や関係機関と連携して、母子生活支援施設
への入所を通した自立支援などを実施した。

引き続き、関係機関と連携し
ながら、きめ細かい支援に努
めます。

Ａ

母子ともに安全で心の健康が取
り戻せるような自立支援の方法
等も検討されたい。

Ａ

ＤＶ被害者支援に関して必要な手続きを整理し、支援
者に窓口と手続きについて情報提供を行った。支援者
の同意を得た場合には関係部署への事前の情報提供を
行った。

庁内の各部署での手続きがよ
りスムーズに行われるように
関係部署と密に連携を今後も
図る。

Ａ

ＤＶ被害者がそこから自分で抜
け出す一歩の相談のハードルは
まだまだ高い。ワンストップ
サービスはその解決に重要な役
割がある。その意味でも関係部
署は連携を密にし，２次被害を
出さないように配慮する。

Ａ

平成30年度は「Do it!ここから始まる。～わたしのト
リセツ～」と題し、「パーソナルカラー＜基礎編＞、
＜応用編＞」、「 知って得する法的知識～夫婦にまつ
わる法律のはなし～」、「 モラハラ、発達障害～夫婦
や身近な人との関係で息苦しくないですか～」、「わ
たしの護り方～セルフディフェンス～」、「相手も自
分も大切にするコミュニケーション」の全６回の講座
を行った。

ＤＶ被害者以外にも相談を利
用した方々への自立の支援の
ため講座を今後も行う。

Ａ

ＤＶ被害者が自立への道へ進む
ためには切れ目のない支援が必
要とされる。そのための自立支
援講座の実施は意味がある。さ
らにこの講座をより多くの市民
に参加してもらおうことで市民
もＤＶに対する理解を深め、男
女共同参画への気付きにもつな
がる。今後も継続していくこと
が望ましい。

Ａ

日頃より庁内関係部署と連絡を取り合い確認し、関係
部署でのケースカンファレンスに参加する事の他に配
偶者暴力担当者会議を行い連携強化を図った。

日常での庁内関係部署と密に
連携を図る。また配偶者暴力
担当者会議を継続して行う。

Ａ

ＤＶ被害者支援には各課の連携
により実施される。そのためワ
ンストップサービスの提供が基
本となる。その体制を迅速に行
えるよう事例検討などを通して
役割の明確化と連携の重要性を
担当者が認識できる体制の強化
を望む。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

113

協働コミュニティ課 配偶者暴力被害者支援担当者
連絡会議を開催し連携を図
る。

114

市民課 引き続き庁内外の研修や勉強
会へ参加し、関係部署や関係
各課との情報共有を図る。
また、住民記録システムを参
照している各課とのシステム
上の連携を今後も図ってい
く。

115

保険年金課 担当者連絡会議に出席し、関
係機関と連携を図る。

116

健康課 関係会議への参加、随時の連
絡等によりさらに連携を図
る。

117

生活福祉課 今後も積極的に担当者連携会
議へ出席し、関係機関との協
力体制をより強固なものにし
たい。

Ⅱ-2★

② 各 種 関 連 機
関・専門家との
連携の強化

（４）

配偶者暴力被害者支援担当者連絡
会議を定例で開催し、支援に必要
な関係機関、専門家との連携を図
ります。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

平成30年度配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議を2回
開催、情報交換を含め連携を図った。
またＤＶへの理解、二次被害を防ぐためウィメンズプ
ラザの相談員を招き、基礎研修を実施した。

今後も継続実施する。

Ａ

庁内においての内部研修の充実
を望む。研修は基礎編、中級編
とし支援担当者のよりＤＶに対
する理解力アップさせる。この
ことによりＤＶ被害者のサポー
ト体制が強化され、よりよい支
援へとつながることが期待でき
る。

Ｂ

住民記録システムを参照している各課とのシステム的な連携
を図ることにより、これまでの市民課による被害者への支援
措置から、市としての一体的な住所情報等の保護へと事務
の取り扱いをしている。
具体的には、関係各課が参照できる支援対象者ファイルを
作成し、データ更新があった際は更新通知を各課に行うこと
で、被害者の住所情報等の取扱いについて注意を促し、情
報を共有する体制を構築している。なお、支援対象者ファイ
ルや更新情報についてはパスワード設定を行い、担当者の
みにパスワードを通知することでセキュリティを確保してい
る。

被害者情報の共有について、
各課の独自システムとの自動
連携へ向け、協議を重ねた
い。
また、被害の実態等に関する
庁内外の研修や勉強会へ参加
し、理解を深めることによ
り、今後も関係機関との連携
をより強固なものしていくよ
うに努める。

Ａ

ＤＶ被害者の支援の役割として
の非開示請求は意味は大きい。
そのため、昨今システム化が複
雑になっている住記については
配慮が必要とされる。今後も被
害者の状況、実態への理解を深
め、安全性が担保されるような
仕組みづくりが求められる。そ
のためにも関係機会は連携を強
固にし、よりよい体制作りに寄
与して欲しい。

Ｂ

担当者連絡会議に出席し、関係機関と連携を図ること
ができた。

今年度は参加することができ
たが、連絡会議が繁忙期と重
なるため、出席可能な体制を
整備する。

Ｂ

ＤＶ被害者が被害から逃れて自
立していく過程の中ですぐ直面
するのが諸々の手続きである。
特に年金については変更がもと
められるため、担当部署が理解
し、連携しているとスムーズに
運ぶ。今後も連絡会議等に参加
していただき、共有化はかれる
ように努めていただきたい。

Ａ

関連する会議に参加し関係機関との連携の重要さを確
認した。支援が必要な個別ケースについては赤ちゃん
訪問を始め、母子保健事業にて把握につとめ必要時女
性相談を紹介している。また婦人相談員との連携を図
り支援した。

関係会議への参加、随時の連
絡等によりさらに連携を図
る。

Ａ

赤ちゃん訪問など家庭を訪問し
てＤＶ被害者の早期発見に至る
ケースも少なくない。そのた
め、育児相談、予防接種など小
さなお子さんのいる女性との接
する機会の多い健康課とはＤＶ
の理解を深めあうと同時に連携
を密に図っていただきたい。

Ａ

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に出席し、関係
機関との情報交換を行い、協力体制について確認を
行った。本年度は東京ウィメンズプラザの出張研修が
あり、ＤＶの基礎知識について再確認を行った。

引き続き連絡会議に出席し、
ＤＶ関連の知識や経験の共有
を図るため、情報交換や研修
を積極的に行う。

Ａ

ＤＶ被害支援の要となる生活福
祉課との連携、ＤＶ被害の今日
的状況の共有はよりよい被害者
支援には不可欠である。今後も
連絡会議を密にし、出張研修に
も参加を促し、２次被害の防止
に努めて欲しい。と同時に支援
者の２次受傷にも配慮した体制
を望む。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

118

高齢者支援課 ・高齢者虐待防止連絡会の開
催

119

障害福祉課 虐待防止の観点から支援に必
要な関係機関、専門家との連
携を図る。

120

子育て支援課 連絡会議への参加により、関
係機関との連携を図ります。

121

保育課 配偶者暴力被害者支援担当者
連絡会議に参加するととも
に、支援に必要な関係機関、
専門部署との連携を図る。

122

子ども家庭支援センター 関係機関との連携を図る。

123

教育企画課 事例研究による対応力の強化
を図りつつ、関係機関との連
携しながら適切に対応できる
ように努めていく。

124

③相談員の増員
及び資質向上と
メンタルケア

相談・支援件数の増加にあわせ、
相談員の増員を検討します。ま
た、相談員の資質向上を支援する
ための研修やスーパーバイズ、相
談員のメンタルケアに取り組みま
す。

協働コミュニティ課 相談員の資質向上のため研修
の参加、スーパーバイズを実
施する。

125

④職員研修の実
施

相談窓口における2次被害を防ぐ
ため、庁内関係各課の相談窓口等
の職員に対してDVに関する職員研
修を実施します。

協働コミュニティ課 庁内相談窓口職員に対して研
修・啓発を行う。

126

⑤配偶者暴力相
談支援センター
機能の検討

DVの防止及び被害者の保護のた
め、配偶者暴力相談支援センター
機能について、検討します。

協働コミュニティ課 配偶者暴力相談支援センター
設置についての検討を行う。

Ⅱ-2★

② 各 種 関 連 機
関・専門家との
連携の強化

（４）

配偶者暴力被害者支援担当者連絡
会議を定例で開催し、支援に必要
な関係機関、専門家との連携を図
ります。
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担当課
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執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、高齢
者のＤＶケースについての情報共有や対応方法の検討
を通して、関係機関との連携を図った。また、高齢者
虐待防止連絡会を開催し、関係機関に高齢者虐待防止
に関する情報共有や予防への取り組みの検討を行うと
とともに、関係機関との連携を図った。

高齢者虐待防止連絡会については、年２回開催

今後も積極的に担当者連携会
議へ出席・開催し、関係機関
との連携協力体制の構築に努
める。

Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
強化に努められたい。

Ａ

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、具体
的なケース検討に当たっては、利用できる障害福祉
サービスの情報提供を行うなど関係機関と連携を図っ
た。

引き続き、継続実施に務め
る。

Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
強化に努められたい。

Ａ

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、関係
機関と連携を図った。

関係団体との連携強化を図る
ため、今後も、連絡会議等に
積極的に参加します。

Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
強化に努められたい。

Ａ

連絡会議により、関係機関等との連携を図った。 継続実施により連携を図る。

Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
強化に努められたい。

Ａ

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、関係
機関との連携を図っている。子ども家庭支援センター
としては、関係機関との連携として、代表者会議１
回、実務者会議５回、ケース検討会議180回（昨年より
19回増)を実施した。顔の見える関係として情報共有を
密に行い、面前DVが児童虐待となる周知等を含め連携
を強化した。

引き続き今後も早期対応を目
標に関係機関との連携を強化
し、面前DVが児童に対しての
心理的虐待にあたるというこ
との周知等に努めていく。 Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
強化に努められたい。会議回数
も増えており、負担が大きいと
は思われますが、早期対応実現
のための体制づくりをお願いし
ます。

Ａ

関係機関と連携を図り、相談者の状況を確認しながら
適切に事務手続などを実施した。

引き続き、関係機関と連携し
ながら適切に対応できるよう
に努めていく。 Ａ

引き続き、積極的な参加・連携
を通じた対応力強化に努められ
ない。

Ａ

精神科医、カウンセラー等に依頼しスーパーバイズを
年５回実施する。東京都主催のスーパーバイズに参加
する。

相談員の資質向上の為、経験
に合わせ研修に参加する。
今後も継続実施する。

Ａ

相談員の資質向上は、事件の適
切な対応の重要な要素であるの
で、引き続き、研修等に努めら
れたい。

Ａ

庁内相談窓口対応職員に対して、配偶者暴力被害者支
援担当者会議の中でＤＶの基礎研修を実施し、理解を
深める取り組みを行った。

担当者会議の際DVに関する情
報提供を今後も行う。

Ａ

２次被害防止、事件の正確な認
知、適切な初動のため、窓口職
員の資質向上に努められたい。

Ｃ

配偶者暴力相談支援センターの設置について、比較検
討に充分な情報収集が行えなかった。

配偶者暴力相談支援センター
の設置について検討するため
情報収集を行う。

Ｃ

情報収集がないと検討作業に移
行できないでしょうから、まず
は、各自治体の情報を集めてく
ださい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

127

秘書広報課 持ちうる広報媒体（市報・
ホームページ（SNSを含
む。））を最大限に活用しな
がら、引き続き情報提供して
いく。

128

協働コミュニティ課 暴力の防止に向けて情報提供
し、講座を実施する。

129

協働コミュニティ課 市発行物の表現における状況
把握の方法を検討する。

130

秘書広報課 協働コミュニティ課作成のガ
イドラインを活用して広報し
ていく。

131

③市内事業所へ
の意識啓発

セクシュアル・ハラスメント等、
職場の男女平等を阻む暴力の防止
に向けて、市内事業所への啓発を
行います。

協働コミュニティ課 パリテ窓口で、産業振興課が
発行（東京都が編集）するセ
クシュアル・ハラスメントが
記載されている「ポケット労
働法2016」を配布し、男女平
等推進センターでも掲示を行
う。

132

協働コミュニティ課 市職員に向けて暴力防止の情
報提供を行う。

133

職員課 継続して職員研修を実施す
る。７月にハラスメント研修
を実施予定。

134

教育指導課 「人権教育プログラム」の全
教職員配布、研修会での指
導、校長等による教職員に対
する服務事故防止研修等を計
画的に実施していく。

Ⅱ-3

①暴力防止に関
する情報提供と
学習機会の提供

②市発行物の表
現における男女
平等ガイドライ
ンの作成・配布
（再掲）

Ⅱ-3

（１）

（１）

④暴力の防止に
関する市職員・
教員への啓発・
研修

男女平等を阻むさまざまな暴力の
防止に向けて、チラシ・パンフ
レット・ホームページ等を通じて
情報を提供する他、講座等の学習
機会を提供します。

市報や市発行物における表現にお
いて、男女平等の視点が徹底され
るようガイドラインを作成し、配
布します。

市職員・教員に対し、男女平等を
阻むさまざまな暴力についての啓
発・研修を実施します。
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執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

チラシ・パンフレット・ホームページ等を通じて情報
を提供した。
ホームページでは、「ＨＰ来～る便」アプリの導入に
よって、情報を必要とする市民のスマートフォンに更
新情報等をお知らせし、情報提供している。

市民に情報を発信する際に複
数の広報媒体を用いるととも
に、引き続き市報紙面および
ホームページ画面について男
女平等意識に留意し、情報提
供していく。

Ａ

引き続き、暴力防止のための啓
発的な情報提供に努められた
い。

Ａ

ＤＶ冊子の配布・センター内における掲示の実施によ
りＤＶについての情報提供を行った。自立支援講座の
実施、女性に対する暴力をなくす運動週間においては
ＨＰ上やチラシを活用し情報提供と啓発を行った。

今後も継続実施することによ
り広く理解を深める。

Ａ

引き続き、暴力防止のための啓
発的な情報提供に努められた
い。

Ｂ

職員用定型文内に内閣府の「男女共同参画の視点から
の公的広報の手引き」と、表現における男女平等ガイ
ドライン事例集を記載し、庁内問合せに関しては定型
文を紹介した。

庁内関係部署への周知を行
う。

Ａ

引き続き、継続的なガイドライ
ンの時代に即した改善のための
検討及びそのガイドラインの周
知化に努められたい。

Ａ

ガイドラインを活用し、男女平等の視点で市報・ホー
ムページの記事についてチェックした。

協働コミュニティ課作成のガ
イドラインを活用して広報し
ていく。

Ａ

ガイドラインの活用及び共同コ
ミュニティ課へのガイドライン
に関する意見があればその
フィードバックをしてくださ
い。

Ｂ

情報誌パリテにおいてハラスメントの特集記事を掲載
し、市内事業所を含む関係機関へ配布した。また女性
に対する暴力をなくす運動においてもハラスメントを
テーマに講演会を行い、周知に努めた。
「ポケット労働法2018」を窓口にて設置・配布した。

引き続き、他の啓発方法も検
討する。

Ａ

セクハラ・暴力を含むパワハラ
防止のためにポケット労働法を
配ることに加えて、講演会も行
えたことはよかったです。

Ｂ

情報誌パリテの配布による啓発を実施。
新規採用職員に向けＤＶを含む男女平等に関する研修
を行った。

今後も継続実施していく。

Ｂ

新規職員にＤＶ含む男女平等の
研修を実施していることは評価
に値する。しかし、一昨年、昨
年度と新人職員だけにとどまら
ず、全職員にも対しても研修を
実施するよう改善点をお示しし
ている点は実施できるよう努め
られたい。

Ａ

８月に管理監督者及び一般職、２月に特別職及び相談
員を対象としたハラスメント研修を実施した。また、
全職員を対象として２月にｅ-ラーニング研修を実施し
た。

継続した研修の実施と相談体
制の強化を図る必要がある

Ａ

e-ラーニングを取り入れ正規職
員だけにとどまらず嘱託職員や
臨時職員を含めるすべての職員
に対して実施するなど、様々な
角度からの研修を毎年工夫し実
施していることは評価に値す
る。引き続き実施されたい。

Ｂ

「人権教育プログラム」の全教職員配布、研修会での
指導、校長等による教職員に対する服務事故防止研修
等を計画的に実施した。

職層に応じた服務事故防止研
修を計画的に実施する。

Ａ

昨年度に引き続き、研修を実施
していることは、評価に値す
る。引き続き、計画的に研修の
実施を継続されたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

135

①相談の実施 教育相談、就学相談、スクールカ
ウンセラーの相談などにおいてさ
まざまな暴力の事実が発覚したと
きは、緊急支援体制で、関連部署
や関係機関と連携し、被害者の保
護に努めます。また、過去の暴力
被害による心理的問題のある児
童・生徒に対しては、医療機関等
の関係機関と連携しながら必要な
支援をします。

教育支援課 　学校ではスクールカウンセ
ラーが、児童・生徒や保護者
から相談を受けるている。そ
の中で、人権を侵害するセク
シュアル・ハラスメント、ス
トーカー、性暴力などの被害
が発覚した場合には、相談者
にも同意を得て速やかに子ど
も家庭支援センターや警察等
との連携を図り対応する。あ
わせて学校の状況を把握する
ため、スクールカウンセラー
から性的虐待の報告（回数
等）を依頼する。
　教育相談センターでの相談
（教育相談や就学相談）で発
覚した場合も同様に対応す
る。

136

②男性相談のあ
り方の検討（再
掲）

男女平等の視点にたち、男性が自
分自身、家族、職場の人間関係、
心とからだ、DVなどの問題等につ
いて、相談員とともに解決の糸口
を見出す相談事業のあり方を検討
します。

協働コミュニティ課 男性相談について情報収集を
おこない、検討する。

Ⅱ-3

（２）
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Ａ

　幼児から高校生年齢までの児童・生徒やその保護
者、または教員からの相談を、庁舎においては教育相
談や就学相談、学校ではスクールカウンセラーによる
カウンセリングやスクールソーシャルワーカーの巡回
で受けている。また、当課の期間として適応指導教室
や不登校ひきこもり相談室において家庭訪問を実施す
る等、様々な形態で支援を行っている。
　どの場面においても、人権を侵害するセクシュア
ル・ハラスメント、ストーカー、性暴力などの被害が
発覚した場合には、相談者にも同意を得て、速やかに
子ども家庭支援センターに連絡をしたり、緊急の場合
は警察にも電話することを伝えている。
　子ども家庭支援センター、女性相談、学校等関係機
関と連携して支援体制を作るよう努めている。

関係機関と連携がスムーズに
行われるように、できる限り
関係機関の職員が交流するよ
うにしている（関係機関お互
いが実施する研修への参加や
ケース会議への出席、ケース
の経過報告等）。一方で、関
係機関がそれぞれで独自に動
いてしまい、足並みがそろわ
ないこともある。今後は、ま
ず、ケース会議を通じて「誰
が」「いつ」「何をする」か
を関係機関同士で共有し、そ
のことをきちんと進捗管理し
ていくことが必要と考える。

Ａ

引き続き実施されたい。
さらに、子ども条例が昨年度施
行されたこともあり、子どもの
人権を理解し子どもの最善の利
益を共通の認識とた上で、足並
みのそろった支援体制を作られ
るよう、努められたい。また、
子どもの相談は「信頼される大
人がいる」ことが大事である。
子どもと直接対応する大人が、
安心して心を開ける相手だと
思ってもらえる大人であるよ
う、今以上努められたい。

Ｂ

他市の実施状況について把握することはできなかっ
た。
現時点では男性相談は東京都へ案内をしている。

男性相談のあり方について、
他市の実施状況や利用実績等
の情報収集しながら継続的に
検討を行う。

Ｂ

他市の実施状況を把握すること
は必要であり、その上で西東京
市としての在り方を一歩進めら
れるよう検討の内容も工夫する
よう努められたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

137 Ⅱ-3 （２）

③緊急一時保護
宿泊費等の支援
（再掲）

緊急に保護が必要な女性の安全確
保のため宿泊費等を助成します。

協働コミュニティ課 緊急に保護が必要な女性の安
全及び自立支援のため、緊急
一時保護宿泊費等を支援す
る。

138

協働コミュニティ課 健康課、教育指導課による実
施状況の把握をする。

139

健康課 母性に関わる事業を通じ、個
別性の高さにも配慮しなが
ら、からだと性に関する正し
い知識の啓発に努める。

140

教育指導課 今後も東京都教育委員会と連
携し、次年度改訂される性教
育の手引きを踏まえた、性に
関する指導が実施できるよう
指導・助言を行う。

141

協働コミュニティ課 パリテ内で掲示による啓発を
実施する。

142

健康課 母性に関わる事業を通じ、個
別性の高さにも配慮しなが
ら、からだと性に関する正し
い知識の啓発に努める。
(№139に一本化して頂くよ
う、ご検討をお願いしま
す。）

143

協働コミュニティ課 女性相談等において、相談者
の必要に応じて、女性専門外
来を案内する。

Ⅱ-4

（１）

（２）

①発達に応じた
性教育の実施

②性と生殖に関
する健康支援情
報の提供

①女性専門外来
に関する情報提
供

幼児期・思春期・成人期に至るま
で、発達に応じたからだと性に関
する正しい知識を身につけ、自他
ともに尊重した豊かな性教育を実
施します。

リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ（性と生殖に関する健康と権
利）の概念が社会に根付くよう、
多様な機会を通じて情報を提供し
ます。
また、いのちを育む妊娠・出産に
ついて、男女ともに正しい知識を
持って、安心して迎えられるよう
情報の提供に努めます。

女性に特有のからだの不調や悩み
に対応するため女性専門外来を設
置している医療機関に関する情報
を提供します。

74



担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
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今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ａ

平成20年度より西東京市緊急一時保護宿泊費等助成金
交付要綱を制定。
平成30年度は実績は０である。保護施設で対応できな
い場合の実施事業であるため、既存の施設において保
護の必要な女性に対し支援ができたと考えるが、今後
も幅広いニーズを想定し実施する。

今後も継続実施する。

Ａ

実績が「０」であっても、引き
続き、助成金の支給制度は継続
されたい。

Ａ

男女平等推進センターの講座として「性は一人ひとり
違う～ＬＧＢＴの視点から多様性を考える～」を実施
した。
情報誌パリテにおいて女性の性について、リプロダク
ティブ・ヘルスライツの視点から感染症や検診といっ
た内容を含む特集記事を通して啓発を行った。

今後も実施状況の把握に努め
る。

Ａ

リプロダクティブ・ヘルスライ
ツの視点から感染症や検診と
いった内容を含む特集記事を通
して啓発を行ったことは、評価
に値する。さらに発達段階に応
じた基礎的性教育、自尊心尊重
につなぐ教育が必要だと思われ
ることから、引き続き、情報提
供の場を継続されたい。

Ｂ

妊娠届やファミリー学級等、母性に関わる事業を通
じ、個別性の高さにも配慮しながら、からだと性に関
する正しい知識を提供した。妊娠届出時やファミリー
学級時にはその方の生活状況や体調に応じて母子手帳
と同時に配布している資料を用いながら相談・情報提
供した。

情報提供と発信の仕方の工夫

Ｂ

個別性の高さに配慮しながら、
ファミリー学級などで啓発を実
施したことは、今後も継続され
たい。さらに、母性にかかわる
事業という年代に限らず、幅の
広い年齢層へも啓発する事業
（研修・講座）を取り入れるよ
う検討されたい。

Ｂ

各学校が学習指導要領に基づき、体育の保健領域及び
保健体育の保健分野等において児童・生徒の発達段階
に沿った性に関する指導を実施した。

東京都教育委員会が改訂予定
の性教育の手引きを踏まえた
性に関する指導が実施できる
よう指導・助言を行う。

Ｂ

児童・生徒への発達に応じた性
教育の実施は評価に値する。今
後、改定が予定されている東京
都教育委員会の性教育の手引き
を踏まえて指導助言を行うこと
も大切だが、そのことにとらわ
れず、西東京市の独自性をもっ
たものを民間団体の活用など官
民協働での実施を検討された
い。

Ａ

リプロダクティブ・ヘルス／ライツについて、ライフ
プランニングやそのための予備知識について情報誌パ
リテにおいて特集記事を組み周知を図った。
また女性の健康について産婦人科医や助産師を講師に
招き、検診の必要性や妊娠・出産・更年期とライフサ
イクルに合わせた健康についての講座を実施した。

引き続き、情報提供を行う。

Ａ

情報誌パリテ内での情報提供だ
けにとどまらず、講座の実施な
ど啓発活動を実施することは高
く評価に値する。引き続き実施
されたい。

Ｂ

妊娠届やファミリー学級等、母性に関わる事業を通
じ、個別性の高さにも配慮しながら、からだと性に関
する正しい知識を提供した。
(№139に一本化して頂くよう、ご検討をお願いしま
す。）

情報提供と発信の仕方の工夫

Ｂ

今後も情報提供や発信に工夫さ
れたい。リプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツは個々人に与えら
れた健康と権利を守り心身とも
に健康で生きることにつながる
ことであるため、No.139とは伝
えるべき情報の内容が異なる。
一本化ではなく、個別の事業と
して実施するよう再検討された
い。

Ａ

相談内容に応じて女性専門外来に関する情報を案内し
た。
一人では病院受診につながることのできない相談者に
おいては、他課と連携をとりながら対応をした。
女性の健康について講座を実施し、情報提供を行っ
た。

今後も情報収集し、相談者に
応じて適切な情報提供を行
う。

Ａ

情報の収集と提供を引き続き実
施されたい。また、庁内におい
ても、適切な情報提や対応が実
施できるよう、連携体制も強化
されたい。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業

又は取組み計画

担当課目標体系番号

144

健康課 情報集約とその周知に努め
る。

145

②女性特有の病
気に対する予防
と検査の実施

子宮がん、乳がん、骨粗しょう症
の予防と検査の充実を図ります。
また、更年期の心身の健康づくり
や予防についての情報提供に努め
ます。

健康課 女性のがん検診、骨粗しょう
症、更年期の教育の充実と周
知に努める。

Ⅱ-4

（２）

①女性専門外来
に関する情報提
供

女性に特有のからだの不調や悩み
に対応するため女性専門外来を設
置している医療機関に関する情報
を提供します。

76



担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

健康課事業や健康相談等において、相談内容に応じて
女性専門外来の情報提供を行った。

引き続き、健康課事業や健康
相談等において、女性専門外
来の情報提供を行う。

Ｂ

他の課や係とも事業などの情報
を共有し、それぞれの事業にお
いても、適切な情報提供や対応
が実施するような連携を工夫さ
れたい。

Ａ

がん検診については継続して実施した。

更年期にとどまらず、女性の健康づくりの視点で健康
教育を実施し、情報提供に努めた。

引き続き情報提供に努める

Ａ

女性のライフスタイルによって
生じる総合的な視点での情報提
供の実施は評価に値する。引き
続き、実施されたい。
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２．平成30年度各課事業評価報告
★（重点課題）

課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

148

産業振興課 市民や事業者等への普及啓発
資料として「ポケット労働法
2018」を出版・配布する。

151

産業振興課 市民や事業者等への普及啓発
資料として「ポケット労働法
2018」を出版・配布する。

Ⅲ-1★

（２）

①ワーク・ライ
フ・バランスに
関する意識啓発

市内企業・事業所を対象に、都や
商工会等と連携して、労働時間短
縮や育児・介護休業法の周知と啓
発を行うとともに、仕事と子育
て・介護等との両立支援のための
情報提供を行います。

（３）

①男女ともに働
きやすい職場づ
くりに関する情
報の提供

体系番号 担当課目標

市内企業・事業所に向けて、都や
商工会等と連携して、男女の固定
的性別役割分担に基づく制度や慣
行の見直しなど男女平等参画に関
することや、労働関係法に関する
ことなどの情報提供を行います。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

Ｂ

「ポケット労働法2018」を産業振興課ほか関係部署に
て配布。

今後も継続実施の予定。

Ｃ

「市内企業・事業所」を対象に
した事業に対しての担当課目標
が「市民」への普及啓発資料の
配布になっている。事業・取り
組み計画が不十分であり、評価
はＣとする。また、ポケット労
働法より、育児・介護休業法の
改正ポイントを示している厚生
労働省のリーフレットなどが本
事業の啓発資料としては効果が
あがると思う。改善を促す。

Ｂ

「ポケット労働法2018」を産業振興課ほか関係部署に
て配布。

（２）①と統合のため記入不
要

Ｃ

「市内企業・事業所」を対象に
した事業に対しての担当課目標
が「市民」への普及啓発資料の
配布になっている。事業・取り
組み計画が不十分であり、評価
はＣとする。

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標

156

産業振興課 市民や事業者等への普及啓発
資料として「ポケット労働法
2018」を出版・配布する。Ⅲ-1★（３）

⑤多様な働き方
に関する情報の
提供

市内企業・事業所、市民を対象
に、都や商工会等と連携して、
パートタイムや派遣労働、テレ
ワーク等について情報提供を行い
ます。
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価

Ｂ

「ポケット労働法2018」を産業振興課ほか関係部署に
て配布。

今後も継続実施の予定。

Ｃ

事業内容と担当課目標に乖離が
ある。取組み計画が不十分であ
る。都や商工会等と連携してい
るポイントについて記載願う。
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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課題 施策 事業 内容 担当課
具体的な事業
又は取組み計画

体系番号 担当課目標
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担当課
評価

執行状況・事業評価 次年度の課題
委員会
評価

今後の課題や改善点等

担当課評価 男女平等参画推進委員会評価
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